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は じ め に 

 

 

 電気通信サービスは、国民生活、社会経済活動に必要不可欠なサービスです。

このような電気通信サービスの在り方を検討するためには、その利用動向を客

観性、信頼性のあるデータに基づいて把握することが不可欠であることはいう

までもありません。 

 このような観点から、郵政省では、昭和６３年に電気通信事業法報告規則（昭

和６３年郵政省令第４６号）を定め、第一種電気通信事業者から電気通信サー

ビスに係る様々なトラヒックデータ等の報告を求め、電気通信政策の策定等に

活用しているところです。 

 また、本データを公表することにより、国民利用者の電気通信サービスに対

する理解を深めることに役立つことを願うものです。 
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 本冊子のデータの内容は、以下のとおりとなっている。 

 

１ 国内トラヒックデータ 

 日本国内に終始する通信で、各端末相互に行われる通信を、料金設定権を

持つ電気通信事業者が、下表の区分に従い集計したもの。 

 なお、近年、加入電話からＩＳＤＮへの利用者の移行が顕著になりつつある

ため、昨年度からは、加入数、総通信回数･時間を除き、加入電話＋ＩＳＤＮ

のトラヒックを合算し「固定系通信」として集計している。 

 

着信 

発信 
加入電話 ＩＳＤＮ 無線呼出し 携帯電話 ＰＨＳ 

加入電話 ① 

ＩＳＤＮ ② 

公衆電話 ③ 

④ ⑤ 

携帯電話 ④ 

ＰＨＳ ⑤ 

 

 

【データを提出した事業者】 

①に関するもの 

・日本電信電話株式会社（ＮＴＴ 平成 11 年 4 月～6月） 

・東日本電信電話株式会社（ＮＴＴ東 平成 11 年 7 月～平成 12 年 3 月） 

・西日本電信電話株式会社（ＮＴＴ西 平成 11 年 7 月～平成 12 年 3 月） 

・ＮＴＴコミュニケーションズ株式会社（ＮＴＴ－Ｃ 平成 11 年 7 月～平

成 12 年 3 月） 

・ケイディディ株式会社（ＫＤＤ） 

・第二電電株式会社（ＤＤＩ） 

・日本テレコム株式会社（ＪＴ） 

・東京通信ネットワーク株式会社（ＴＴＮｅｔ） 

・九州通信ネットワーク株式会社（ＱＴＮｅｔ） 

・株式会社タイタス・コミュニケーションズ（ＴＩＴＵＳ） 

・株式会社ジェイコム東京（ＪＣＯＭ東京） 

・ＭＣＩワールドコムジャパン（ＭＣＩ） 

 



②に関するもの 

・日本電信電話株式会社（ＮＴＴ 平成 11 年 4 月～6月） 

・東日本電信電話株式会社（ＮＴＴ東 平成 11 年 7 月～平成 12 年 3 月） 

・西日本電信電話株式会社（ＮＴＴ西 平成 11 年 7 月～平成 12 年 3 月） 

・ＮＴＴコミュニケーションズ株式会社（ＮＴＴ－Ｃ 平成 11 年 7 月～平

成 12 年 3 月） 

・ケイディディ株式会社（ＫＤＤ） 

・第二電電株式会社（ＤＤＩ） 

・日本テレコム株式会社（ＪＴ） 

・北海道総合通信網株式会社（ＨＯＴｎｅｔ） 

・東北インテリジェント通信株式会社（ＴＯＨＫｎｅｔ） 

・東京通信ネットワーク株式会社（ＴＴＮｅｔ） 

・北陸通信ネットワーク株式会社（ＨＴＮｅｔ） 

・中部テレコミュニケーション株式会社（ＣＴＣ） 

・大阪メディアポート株式会社（ＯＭＰ） 

・中国通信ネットワーク株式会社（ＣＴＮｅｔ） 

・株式会社四国情報通信ネットワーク（ＳＴＮｅｔ） 

・九州通信ネットワーク株式会社（ＱＴＮｅｔ） 
 

③に関するもの 

・日本電信電話株式会社（ＮＴＴ 平成 11 年 4 月～6月） 

・東日本電信電話株式会社（ＮＴＴ東 平成 11 年 7 月～平成 12 年 3 月） 

・西日本電信電話株式会社（ＮＴＴ西 平成 11 年 7 月～平成 12 年 3 月） 

・ＮＴＴコミュニケーションズ株式会社（ＮＴＴ－Ｃ 平成 11 年 7 月～平

成 12 年 3 月） 

・ケイディディ株式会社（ＫＤＤ） 

・日本テレコム株式会社（ＪＴ） 
 

④に関するもの 

・エヌ・ティ・ティ移動通信網株式会社など計９社（ドコモ G） 

・日本移動通信株式会社（IDO） 

・関西セルラー電話株式会社など計９社（セルラーG） 

・株式会社ツーカーセルラー東京など計３社（ツーカーG） 

・株式会社東京デジタルホンなど計３社（平成１１年４月～９月） 

・株式会社デジタルツーカー九州など計６社（平成１１年４月～９月） 

・ジェイフォン東京株式会社など計９社（ジェイフォン G 平成１１年１０

月～平成１２年３月） 



⑤に関するもの 

・エヌ・ティ・ティ移動通信網株式会社など計９社（ドコモ G） 

・デイーデイーアイ東京ポケット電話株式会社など計９社（平成１１年４

月～１２月） 

・デイーデイーアイポケット株式会社（DDIP 平成１２年１月～３月） 

・東京通信ネットワーク株式会社など計１０社（アステル G） 

 

２ 国際トラヒックデータ 

 本邦内の加入電話、ＩＳＤＮ（通信モード）、公衆電話、携帯電話及びＰＨ

Ｓから発信する通信量と、本邦内の加入電話、ＩＳＤＮ（通信モード）、携帯

電話及びＰＨＳに着信する通信量の合計値を、料金設定権を持つ電気通信事

業者が通信方向別に集計したもの。 

 

【データを提出した事業者】 

・ケイディディ株式会社（ＫＤＤ） 

・日本テレコム株式会社（ＪＴ） 

・日本テレコムコミュニケーションズサービス株式会社（ＪＴＣＳ） 

・ケーブル･アンド･ワイヤレス･アイディーシー株式会社（Ｃ&ＷＩＤＣ） 

・エムシーアイ･ワールドコム･ジャパン株式会社（ＭＣＩ） 

・ピージーイージャパン株式会社 （ＰＧＥ） 

・株式会社テレグローブ･ジャパン （ＴＧＢＪ） 

・ＮＴＴコミュニケーションズ株式会社（ＮＴＴ－Ｃ 平成 11 年 7 月～平

成 12 年 3 月） 

 



Ⅰ 総トラヒックの状況 
 
１ 加入数の推移 
 

 平成１１年度末の加入電話の加入数は５，５５５万加入、対前年度５．

１％減となったが、ＩＳＤＮの加入数は６６８万加入で対前年度６４．１％

増となり、加入電話とＩＳＤＮの合計値をみると横這いとなっている。携

帯電話の加入数は５，１１４万加入で対前年度ほぼ２３％増となり、携帯

電話とＰＨＳの合計値が、加入電話の加入数を追い越した。 
なお、本年１０月末の速報値では、固定系通信の加入数と移動系通信の

加入数に差はほとんど無く、１１月末の速報値では逆転は確実 
 

【図表Ⅰ－１】 
図表Ⅰ－１ 加入数の推移     (単位：万加入) 
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平成７年度 平成８年度 平成９年度 平成10年度 平成11年度 本年10月末

加入電話 ＩＳＤＮ 固定合計

携帯電話 ＰＨＳ 移動合計

0

(万)

区 分 平成７年度 平成８年度 平成９年度 平成10年度 平成11年度 
平成 12 年度 
10月末(速報値)

加入電話 
6,111 

(2.0%) 

6,153

(0.7%)

6,045

(▲1.8%)

5,856

(▲3.1%)

5,555 

(▲5.1%) 

5,358

(▲3.5%)

ＩＳＤＮ 
53 

(31.9%) 

111

(108.8%)

240

(116.7%)

407

(69.6%)

668 

(64.1%) 

862

(29.0%)

固定合計 
6,164 

(2.2%) 

6,264

(1.6%)

6,285

(0.3%)

6,263

(▲0.4%)

6,223 

(▲0.6%) 

6,220

(▲0.05%)

携帯電話 
1,020 

(135.6%) 

2,088

(104.6%)

3,153

(51.0%)

4,153

(31.7%)

5,114 

(23.1%) 

5,632

(10.1%)

ＰＨＳ 
151 

(--) 

603

(299.8%)

673

(11.6%)

578

(▲14.1%)

571 

(▲1.2%) 

586

(2.6%)

移動体合計 
1,171 

(170.4%) 

2,691

(129.8%)

3,826

(42.2%)

4,731

(23.7%)

5,685 

(20.2%) 

6,218

(10.7%)

 ※ 下段カッコ内は対前年度増加率。

 1



 
２ 通信量 
 
(1)  平成１１年度の総通信回数は１，３４３．９億回（対前年度５．８％増）、

総通信時間は６１．５億時間（対前年度１３．７％増）となっている。 
(2)  通信の種類を個別にみると、加入電話からの通信回数は対前年度１０．

５％減となっているが、ＩＳＤＮからの通信回数の伸びが対前年度比６７．

５％、並びに携帯電話からの通信回数の伸びが対前年度３３．５％と、と

もに大幅な伸びを示したため、全体としては５．８％増となっている。 
 

 

【図表Ⅰ－２】 
図表Ⅰ－２ 通信回数・時間の推移 

 
（単位：億回）［単位：百万時間］ 

9年度 10年度 11年度 

総通信回数 
1,246.8 

（5.9%） 

[5,003] 

1,270.0 

（1.9%） 

[5,411] 

1,343.9 

（5.8%） 

[6,151] 

加入電話発 

加入電話、ISDN、無線呼出着 

823.7 

 

[3,673] 

714.3 

（▲13.3%）

[3,484] 

639.0 

（▲10.5%） 

[3,411] 

 総通信に占める割合 66.1% 47.6% 47.6% 

公衆電話発 

加入電話、ISDN、無線呼出着 

56.5 

（▲22.9%）

[120] 

38.6 

（▲31.8%）

[87] 

28.7 

（▲25.7%） 

[67] 

 総通信に占める割合 4.5% 2.1% 2.1% 

ISDN発 

加入電話、ISDN、無線呼出着 

62.8 

 

[312] 

113.7 

（81.0%）

[614] 

190.3 

（67.5%） 

[1,144] 

 総通信に占める割合 5.0% 14.2% 14.2% 

加入電話、ISDN、公衆電話発 

携帯電話、PHS着 

90.6 

（41.8%）

[329] 

104.9 

（15.8%）

[390] 

105.1 

（0.2%） 

[394] 

 総通信に占める割合 7.3% 7.8% 7.8% 

携帯電話発 

加入電話、ISDN、携帯電話、PHS

着 

174.5 

（58.9%）

[463] 

250.2 

（43.3%）

[723] 

333.9 

（33.5%） 

[1,036] 

 総通信に占める割合 14.0% 24.8% 24.8% 

PHS発 

加入電話、ISDN、携帯電話、PHS

着 

38.6 

（104.3%）

[106] 

48.4 

（25.4%）

[113] 

46.9 

(▲3.2%） 

[99] 

 

 総通信に占める割合 3.1% 3.5% 3.5% 

（注）上段は通信回数、中段の（ ）内の数字は通信回数の対前年度増減率、下段の［ ］ 
  内の数字は通信時間。 
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(2)  加入電話発信は、１加入１日当たりの通信回数が３．４回で昨年度より

０．３回減少しているが、１日当たりの通信時間は１０分３８秒と昨年度

より７秒増加しており、１通信当たりの平均通信時間も、３分６秒と昨年

度より１５秒増加している。 
(3)  ＩＳＤＮ発信は、１契約１日当たりの通信回数が１０．９回で昨年度よ

りも０．１回増加しており、１日当たりの通信時間も３７分５１秒と昨年

度よりも３分４２秒増加している。１通信当たりの平均通信時間は３分２

９秒であり、加入電話発信の通信時間と比較して、１.１倍程度となってい
る。 

(4)  携帯電話発信は、１契約１日当たりの通信回数が２．０回で昨年度より
０．１回増加しており、１日当たりの通信時間も３分４０秒と昨年度より

も２５秒増加している。１通信当たりの平均通信時間は１分５２秒であり、

加入電話発信の通信時間と比較して、６割程度となっている。 
(5)  ＰＨＳ発信では、１契約１日当たりの通信回数が２．２回で昨年度より

も０．１回増加しているが、１日当たりの通信時間は２分５０秒と昨年度

よりも９秒減少している。１通信当たりの平均通信時間は１分１２秒であ

り、他の通信形態と比較して通信時間が最も短い。 
 

 

【図表Ⅰ－３】 
図表Ⅰ－３ １加入１日当たりの通信回数と通信時間 

 
発信 9年度 10年度 11年度 

加入電話 

4.1回 

10分42秒

[2分38秒]

3.7回 

10分31秒

[2分51秒]

3.4回 

10分38秒

[3分6秒]

ISDN 

10.8回 

31分36秒

[2分56秒]

10.8回 

34分9秒 

[3分10秒]

10.9回 

37分51秒

[3分29秒]

携帯電話 

1.8回 

2分54秒 

[1分36秒]

1.9回 

3分15秒 

[1分44秒]

2.0回 

3分40秒 

[1分52秒]

PHS 

1.7回 

2分44秒 

[1分39秒]

2.1回 

2分59秒 

[1分24秒]

2.2回 

2分50秒 

[1分16秒]

（注）１ 上段は１日当たりの通信回数、下段は１日当たりの通信時間である。 
   ２ ［ ］内は１回当たりの通信時間。 
   ３ 算出に当たり、加入数は稼動値とした。 

 3



 
３ 相互通信状況 
 
 平成１１年度の加入電話、公衆電話、ＩＳＤＮ、携帯電話及びＰＨＳの相互

通信状況は、以下のとおり。 
(1)  加入電話相互間の通信回数は６３９．０億回であり、相互通信全体に占

める割合は、ＩＳＤＮや携帯電話の通信回数の伸びに伴い、４７．６％（昨

年度は５６．２％）と、初めて５割を割り込んだ。 
(2)  一方、携帯電話相互間の通信回数は、２０２．２億回であり、ＰＨＳ相

互間の通信回数は２６．１億回であった。また、携帯電話相互間、ＰＨＳ

相互間及び携帯電話－ＰＨＳ間で発着する通信の相互通信全体に占める割

合は１８．２％（昨年度は１３．７％）と大幅な伸びを示した。 
 

【図表Ⅰ－４】 
図表Ⅰ－４ 相互通信状況（通信回数） 

                             （単位：億回） 
         着信 

発信 
加入電話等 携帯電話 PHS 合計 

加入電話 
639.0 

（47.6%） 

[56.2%] 

公衆電話 
28.7 

（2.1%） 

[3.0%] 

ISDN 
190.3 

（14.2%） 

[9.0%] 

98.2 

（7.3%） 

[7.5%] 

6.9 

（0.5%） 

[0.7%] 

963.1 

（71.7%） 

[76.5%] 

携帯電話 
122.6 

（9.1%） 

[8.8%] 

202.2 

（15.0%） 

[10.4%] 

8.4 

（0.6%） 

[0.6%] 

333.9 

（24.8%） 

[19.7%] 

PHS 
12.9 

（1.0%） 

[1.3%] 

7.8 

（0.6%） 

[0.5%] 

26.1 

（1.9%） 

[2.0%] 

46.9 

（3.5%） 

[3.8%] 

合計 
993.6 

（73.9%） 

[78.4%] 

308.2 

（22.9%） 

[18.4%] 

41.4 

（3.1%） 

[3.3%] 

1,343.9 

（100.0%） 

[100.0%] 

 
（注）１ 着信欄の「加入電話等」は、加入電話、ＩＳＤＮ及び無線呼出しを表す。 
   ２ 着信欄の「携帯電話」及び「ＰＨＳ」では、システム上発信側が加入電話、 
    ＩＳＤＮ、公衆電話のいずれであるか識別することができない。 
   ３ 上段は通信回数、中段（ ）内は相互通信合計に対するシェア、下段[ ] 

    内は昨年度シェア。 

 4



 
【図表Ⅰ－５】 

図表Ⅰ－５ 相互通信状況（通信時間） 
 

                           （単位：百万時間） 
着信 

発信 
加入電話等 携帯電話 PHS 合計 

加入電話 
3,411.3 

（55.5%） 

[64.4%] 

公衆電話 
66.7 

（1.1%） 

[1.6%] 

ISDN 
1,143.7 

（18.6%） 

[11.4%] 

335.5 

（5.5%） 

[5.6%] 

58.6 

（1.0%） 

[1.6%] 

5,015.8 

（81.5%） 

[84.5%] 

携帯電話 
321.3 

（5.2%） 

[5.2%] 

687.9 

（11.2%） 

[7.8%] 

24.3 

（0.4%） 

[0.4%] 

1,035.9 

（16.8%） 

[13.4%] 

PHS 
46.2 

（0.8%） 

[0.9%] 

19.8 

（0.3%） 

[0.3%] 

33.1 

（0.5%） 

[0.8%] 

99.1 

（1.6%） 

[2.1%] 

合計 
4,989.2 

（81.1%） 

[83.5%] 

1,043.3 

（17.0%） 

[13.7%] 

116.0 

（1.9%） 

[2.8%] 

6,150.8 

（100.0%） 

[100.0%] 

 
（注）１ 着信欄の「加入電話等」は、加入電話、ＩＳＤＮ及び無線呼出しを表す。 
   ２ 着信欄の「携帯電話」及び「ＰＨＳ」では、システム上発信側が加入電話、 
    ＩＳＤＮ、公衆電話のいずれであるか識別することができない。 
   ３ 上段は通信時間、中段（ ）内は相互通信合計に対するシェア、下段[ ] 

    内は昨年度シェア。 
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Ⅱ 固定系通信の利用状況 
（加入電話･ＩＳＤＮ） 

 
１ 加入数・通信量の状況 
 
(1)  平成１１年度末の固定系通信の加入数は６,２２３万加入であり、対前年

度比０．６％減（４０万加入減）となった。このうち、 

・ 加入電話の加入数は、５,５５５万加入、対前年度５．１％減（３０１万

加入減）と、減少加入数、減少率ともに過去最大 

・ 一方、ＩＳＤＮの加入数は６６８万加入、対前年度比６４．１％増（２

６１万加入増）と過去最大の増加率 

(2)  固定系端末相互間の通信回数は、８２９．４億回（対前年度０．２％増）
であり、通信時間は４５．６億時間（対前年度１１．２％増）となった。 

・ 加入電話では、通信回数（対前年度比１０．５％減）、時間（対前年度比

２．１減）とも昨年より減少したが、通信回数に比べ通信時間の減少率

の方が少ない。 

・ ＩＳＤＮでは、通信回数（対前年度比６１．４％増）、時間（対前年度比

８６．２％増）ともに昨年より大幅な増加。 

【図表Ⅱ－１】 

図表Ⅱ－１ 加入数・通信量の推移 
 

 平 成 

9年度 

平 成 

10年度 

平 成 

11年度 

通信回数（億回）（伸び率） 886.5（▲ 2.7%） 828.0（▲ 7.1%） 829.4（  0.2%）

 
加入電話 823.7 714.3（▲13.3%） 639.0（▲10.5%）

 
ＩＳＤＮ  62.8 113.7（ 81.0%） 190.3（ 61.4%）

通信時間(百万時間)(伸び率) 3,984（ 0.03%） 4,098（  2.8%） 4,555（ 11.2%）

 加入電話 3,673 3,484（▲ 5.1%） 3,411（▲ 2.1%）

 ＩＳＤＮ   312 614（ 97.0%） 1,144（ 86.2%）

総加入数（万加入）（伸び率） 6,285（  0.3%） 6,263（▲ 0.4%） 6,223（▲ 0.6%）

 
加入電話 6,045（▲ 1.7%） 5,856（▲ 3.1%） 5,555（▲ 5.1%）

 
ＩＳＤＮ 240（ 116.7%） 407（ 69.6%） 668（ 64.1%）

（注）１ 通信回数及び通信時間は、加入電話及び ISDN 発 固定着の数値。 
   ２ 総加入数…平成 9年度は、NTT､JT､TTNet3 社の合計値。 
          平成 10 年度は、TITUS､J-COM 東京を加えた 5社の合計値。 

          平成 11 年度は、MCI を加えた７社の合計値。 
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(3)  加入電話の１加入１日当たりの通信時間を国際比較した場合、米国は２
８．５分であり、日本と比較すると約２．７倍と高い数値であるが、ヨー

ロッパ各国ではおおよそ１０分台であり、日本とほぼ同じである。 

 また、我が国内で比較した場合、ＩＳＤＮの１加入１日当たりの通信時

間は３１．５分と、加入電話の約３倍となっている。 

【図表Ⅱ－２】 

 
    図表Ⅱ－２ １加入１日当たりの通信時間の国際比較（分／日） 

13.0

11.2

31.5

28.5

10.6 10.6 10.1 9.7

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

日 本 日本 日本 米国 英国 仏国 独国 スイス
（（平均） 加入電話） （ＩＳＤＮ）

（注） 日本は平成１１年度、他は平成９年度の数値。 
    米国は主要事業者の平均値（FCC資料による。）。 
    米国以外の国はそれぞれ次の事業者のデータ。 
     英国＝British Telecom、仏国＝France Telecom 
     独国＝Deutsche Telekom、スイス＝Swisscom 
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(4)  加入電話の加入数を都道府県別に比較してみると、東京都の約７０７万
加入を筆頭に、大阪府、神奈川県、愛知県、埼玉県の順となっており、人

口が集中している首都圏・近畿圏の加入規模が大きい。首都圏、近畿圏以

外で１００万加入を超えているのは、降順で北海道、福岡県、静岡県、広

島県、茨城県である。 

(4)  また、対前年度比をみると、３年連続で全ての都道府県で減少しており、
最も減少率が高いの北海道（▲７．７２％）であり、次いで大阪府（▲６．

１０％）、石川県（▲５．９８％）、東京都（▲５．９５％）となっている。

一方、最も減少率が低いのは昨年に引き続き沖縄県（▲３．２７％）であ

り、次いで青森県（▲３．９１％）、長崎県（▲４．１１％）の順となって

いる。 

 昨年は、最も減少率が高い東京都でも▲４．５６％の減少であり、全国

的に減少率が高くなっている。 

 

【図表Ⅱ－３】 
 
(5)  ＩＳＤＮの加入数を都道府県別に比較してみると、加入電話と同じく東

京都の約１１２万加入を筆頭に、大阪府、神奈川県、北海道、愛知県の順

となっており、ほぼ加入電話と同様の傾向を示している。 

 また、対前年度比をみると、加入電話とは逆に全ての都道府県で増加し

ており、最も増加率が高いの北海道（９３．１４％）であり、次いで鹿児

島県（９１．５５％）、奈良県（８６．８３％）、和歌山県（８５．９０％）

と、首都圏以外の道県においてほぼ倍増近い増加となっている。一方、最

も増加率が低いのは石川県（４５．３９％）であり、次いで香川県（４６．

８３％）、徳島県（４８．２４％）の順となっている。 

 

【図表Ⅱ－４（１）】 
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図表Ⅱ－３ 加入電話の都道府県別加入数 
（単位：加入） 

都道府県 
平成11年度末 

加入数…(1) 

平成10年度末 

加入数…(2) 

増加加入数 

…(3)=(1)-(2) 

増加率 

…(3)／(2)% 

北海道 2,488,395 2,696,527 ▲ 208,132 ▲7.72%

青森県 595,869 620,133 ▲  24,264 ▲3.91%

岩手県 557,237 581,806 ▲  24,569 ▲4.22%

宮城県 963,781 1,013,695 ▲  49,914 ▲4.92%

秋田県 456,399 480,586 ▲  24,187 ▲5.03%

山形県 436,885 462,307 ▲  25,422 ▲5.50%

福島県 814,940 852,548 ▲  37,608 ▲4.41%

茨城県 1,170,981 1,225,168 ▲  54,187 ▲4.42%

栃木県 790,460 828,747 ▲  38,287 ▲4.62%

群馬県 825,672 865,323 ▲  39,651 ▲4.58%

埼玉県 2,753,530 2,881,205 ▲ 127,675 ▲4.43%

千葉県 2,466,078 2,580,434 ▲ 114,356 ▲4.43%

東京都 7,066,528 7,513,518 ▲ 446,990 ▲5.95%

神奈川県 3,826,691 4,009,475 ▲ 182,784 ▲4.56%

新潟県 955,789 1,012,876 ▲  57,087 ▲5.64%

富山県 416,986 441,151 ▲  24,165 ▲5.48%

石川県 479,107 509,570 ▲  30,463 ▲5.98%

福井県 314,049 332,948 ▲  18,899 ▲5.68%

山梨県 388,373 406,876 ▲  18,503 ▲4.55%

長野県 940,373 997,502 ▲  57,129 ▲5.73%

岐阜県 816,058 859,042 ▲  42,984 ▲5.00%

静岡県 1,573,561 1,660,301 ▲  86,740 ▲5.22%

愛知県 2,990,593 3,134,788 ▲ 144,195 ▲4.60%

三重県 747,821 782,797 ▲  34,976 ▲4.47%

滋賀県 505,193 528,096 ▲  22,903 ▲4.34%

京都府 1,200,660 1,274,735 ▲  74,075 ▲5.81%

大阪府 4,648,941 4,951,110 ▲ 302,169 ▲6.10%

兵庫県 2,022,020 2,122,327 ▲ 100,307 ▲4.73%

奈良県 562,449 588,817 ▲  26,368 ▲4.48%

和歌山県 476,825 500,724 ▲  23,899 ▲4.77%

鳥取県 236,489 249,179 ▲  12,690 ▲5.09%

島根県 305,909 319,284 ▲  13,375 ▲4.19%

岡山県 827,033 867,540 ▲  40,507 ▲4.67%

広島県 1,262,073 1,330,441 ▲  68,368 ▲5.14%

山口県 678,282 710,226 ▲  31,944 ▲4.50%

徳島県 343,195 359,192 ▲  15,997 ▲4.45%

香川県 441,506 462,727 ▲  21,221 ▲4.59%

愛媛県 657,569 686,788 ▲  29,219 ▲4.25%

高知県 371,172 389,208 ▲  18,036 ▲4.63%

福岡県 2,189,685 2,308,405 ▲ 118,720 ▲5.14%

佐賀県 284,425 296,716 ▲  12,291 ▲4.14%

長崎県 632,060 659,160 ▲  27,100 ▲4.11%

熊本県 731,567 768,553 ▲  36,986 ▲4.81%

大分県 537,093 561,309 ▲  24,216 ▲4.31%

宮崎県 497,709 522,276 ▲  24,567 ▲4.70%

鹿児島県 786,187 822,004 ▲  35,817 ▲4.36%

沖縄県 513,227 530,554 ▲  17,327 ▲3.27%

全国計 55,547,425 58,558,694 ▲ 3,011,269 ▲5.14%

（注）平成１０年度は、NTT、JT、TTNet、TITUS、J-COM 東京の５社の加入数の合計値。 

   平成１１年度は、MCI を加え、NTT が東･西 NTT に分割されたため７社の加入数の合計値。 
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図表Ⅱ－４（１） ＩＳＤＮの都道府県別加入数 
（単位：加入） 

都道府県 
平成11年度末 

加入数…(1) 

平成10年度末 

加入数…(2) 

増加加入率 

…(3)=(1)-(2) 

増加率 

…(3)／(2)% 

北海道 358,143 185,431 172,712 93.14%

青森県 51,503 31,149 20,354 65.34%

岩手県 52,017 31,515 20,502 65.05%

宮城県 112,899 75,002 37,897 50.53%

秋田県 51,160 30,205 20,955 69.38%

山形県 56,033 34,366 21,667 63.05%

福島県 83,133 50,224 32,909 65.52%

茨城県 122,045 72,673 49,372 67.94%

栃木県 84,651 50,909 33,742 66.28%

群馬県 98,572 61,514 37,058 60.24%

埼玉県 311,669 183,037 128,632 70.28%

千葉県 272,163 159,401 112,762 70.74%

東京都 1,137,689 756,831 380,858 50.32%

神奈川県 481,230 299,466 181,764 60.70%

新潟県 117,112 72,487 44,625 61.56%

富山県 61,151 41,076 20,075 48.87%

石川県 69,082 47,516 21,566 45.39%

福井県 44,692 29,275 15,417 52.66%

山梨県 39,415 23,742 15,673 66.01%

長野県 127,057 76,798 50,259 65.44%

岐阜県 91,136 54,153 36,983 68.29%

静岡県 182,358 107,083 75,275 70.30%

愛知県 340,586 221,259 119,327 53.93%

三重県 77,215 47,921 29,294 61.13%

滋賀県 59,957 34,236 25,721 75.13%

京都府 144,959 82,621 62,338 75.45%

大阪府 593,636 342,966 250,670 73.09%

兵庫県 222,796 131,018 91,778 70.05%

奈良県 60,731 32,506 28,225 86.83%

和歌山県 45,015 24,215 20,800 85.90%

鳥取県 31,621 19,523 12,098 61.97%

島根県 30,569 18,019 12,550 69.65%

岡山県 88,213 54,110 34,103 63.03%

広島県 148,360 91,809 56,551 61.60%

山口県 66,135 39,401 26,734 67.85%

徳島県 35,553 23,983 11,570 48.24%

香川県 50,167 34,166 16,001 46.83%

愛媛県 64,692 41,754 22,938 54.94%

高知県 34,856 21,115 13,741 65.08%

福岡県 238,954 139,213 99,741 71.65%

佐賀県 27,246 16,577 10,669 64.36%

長崎県 51,804 29,939 21,865 73.03%

熊本県 67,599 37,531 30,068 80.12%

大分県 49,462 29,300 20,162 68.81%

宮崎県 46,298 26,123 20,175 77.23%

鹿児島県 62,768 32,768 30,000 91.55%

沖縄県 38,756 21,737 17,019 78.30%

全国計 6,682,858 4,067,663 2,615,195 64.29%

（注）東･西 NTT、地域系 NCC９社の加入数の合計値。 
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図表Ⅱ－４（２） ISDNのインターフェース別、都道府県別加入数 
（単位：加入） 

基本インターフェース 一次群インターフェース 
都道 

府県 平成11年度末 

加入数…(1) 

平成10年度末 

加入数…(2) 

増加加入数

…

(3)=(1)-(2)

増加率 

…(3)／(2)%

平成11年度末

加入数…(1)

平成10年度末 

加入数…(2) 

増加加入数 

…

(3)=(1)-(2) 

増加率 

…(3)／(2)%

北海道 355,379 183,948 171,431 93.20% 2,764 1,483 1,281 86.38%

青森県 50,999 30,883 20,116 65.14% 504 266 238 89.47%

岩手県 51,670 31,326 20,344 64.94% 347 189 158 83.60%

宮城県 111,656 74,224 37,432 50.43% 1,243 778 465 59.77%

秋田県 50,787 29,997 20,790 69.31% 373 208 165 79.33%

山形県 55,646 34,168 21,478 62.86% 387 198 189 95.45%

福島県 82,395 49,872 32,523 65.21% 738 352 386 109.66%

茨城県 120,806 72,066 48,740 67.63% 1,239 607 632 104.12%

栃木県 83,851 50,443 33,408 66.23% 800 466 334 71.67%

群馬県 97,665 61,030 36,635 60.03% 907 484 423 87.40%

埼玉県 307,867 181,101 126,766 70.00% 3,802 1,936 1,866 96.38%

千葉県 268,399 157,435 110,964 70.48% 3,764 1,966 1,798 91.45%

東京都 1,115,424 742,581 372,843 50.21% 22,265 14,250 8,015 56.25%

神奈川県 473,441 294,637 178,804 60.69% 7,789 4,829 2,960 61.30%

新潟県 116,264 72,067 44,197 61.33% 848 420 428 101.90%

富山県 60,585 40,797 19,788 48.50% 566 279 287 102.87%

石川県 68,350 47,051 21,299 45.27% 732 465 267 57.42%

福井県 44,328 29,072 15,256 52.48% 364 203 161 79.31%

山梨県 39,034 23,526 15,508 65.92% 381 216 165 76.39%

長野県 125,998 76,185 49,813 65.38% 1,059 613 446 72.76%

岐阜県 90,447 53,798 36,649 68.12% 689 355 334 94.08%

静岡県 180,680 106,231 74,449 70.08% 1,678 852 826 96.95%

愛知県 336,416 218,896 117,520 53.69% 4,170 2,363 1,807 76.47%

三重県 76,543 47,589 28,954 60.84% 672 332 340 102.41%

滋賀県 59,350 33,952 25,398 74.81% 607 284 323 113.73%

京都府 143,407 81,688 61,719 75.55% 1,552 933 619 66.35%

大阪府 585,624 337,939 247,685 73.29% 8,012 5,027 2,985 59.38%

兵庫県 220,175 129,858 90,317 69.55% 2,621 1,160 1,461 125.95%

奈良県 60,003 32,236 27,767 86.14% 728 270 458 169.63%

和歌山県 44,701 24,065 20,636 85.75% 314 150 164 109.33%

鳥取県 31,383 19,384 11,999 61.90% 238 139 99 71.22%

島根県 30,280 17,833 12,447 69.80% 289 186 103 55.38%

岡山県 87,332 53,590 33,742 62.96% 881 520 361 69.42%

広島県 146,666 90,758 55,908 61.60% 1,694 1,051 643 61.18%

山口県 65,512 39,063 26,449 67.71% 623 338 285 84.32%

徳島県 35,248 23,807 11,441 48.06% 305 176 129 73.30%

香川県 49,625 33,855 15,770 46.58% 542 311 231 74.28%

愛媛県 64,159 41,464 22,695 54.73% 533 290 243 83.79%

高知県 34,549 20,958 13,591 64.85% 307 157 150 95.54%

福岡県 236,430 137,802 98,628 71.57% 2,524 1,411 1,113 78.88%

佐賀県 27,041 16,466 10,575 64.22% 205 111 94 84.68%

長崎県 51,348 29,747 21,601 72.62% 456 192 264 137.50%

熊本県 67,015 37,226 29,789 80.02% 584 305 279 91.48%

大分県 49,065 29,088 19,977 68.68% 397 212 185 87.26%

宮崎県 45,970 25,978 19,992 76.96% 328 145 183 126.21%

鹿児島県 62,301 32,543 29,758 91.44% 467 225 242 107.56%

沖縄県 38,266 21,484 16,782 78.11% 490 253 237 93.68%

全国計 6,600,080 4,019,707 2,580,373 64.19% 82,778 47,956 34,822 72.61%

（注）東･西 NTT、地域系 NCC９社の加入数の合計値。 
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２ 通信圏の状況 
 

(1)  各ＭＡ（単位料金区域。昼間３分１０円で通信できる地域。現在、全国
に５６７ある。）から発信される固定系通信（加入電話＋ＩＳＤＮ）の通信

回数のうち、同一ＭＡ内に終始する通信回数の比率は、全国平均で６１．

０％である。また、隣接ＭＡとの通信回数の比率は１３．６％であり、全

体の７４．６％の通信が隣接ＭＡまでの範囲で行われている。 

【図表Ⅱ－５】 

 

図表Ⅱ－５ 同一ＭＡ内に終始する通信の比率の推移 

（全国平均、通信回数） 

60.1%

59.1%

13.6%

14.4%

15.1%

25.3%

25.5%

25.8%

61.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成11年度

平成10年度

平成9年度

同一ＭＡ 隣接ＭＡ その他

（注） 近年、加入電話からＩＳＤＮへの利用者の移行が顕著になりつつある

ため、本年度からは、加入数、総通信回数･時間を除き、加入電話＋Ｉ

ＳＤＮのトラヒックを合算し「固定系通信」として集計している。 

 本ページ以降のデータは、特に注記のある場合を除き、加入電話＋Ｉ

ＳＤＮのトラヒックを合算した「固定系通信」の値である。 
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(2)  同一都道府県内に終始する通信回数比率は、全国平均で７７．４％とな
っている。しかしながら、都道府県別にみると差があり、北海道、沖縄県

は９割を超えているが、首都圏、近畿圏は全国平均を大きく下回っている。

首都圏、近畿圏が低いのは、東京都あるいは大阪府の影響が強いため、県

境を超える通信が頻繁に行われていることによると考えられる。 

【図表Ⅱ－６(1)】 

【図表Ⅱ－６(2)】 

 

 

図表Ⅱ－６(1) 同一都道府県内に終始する通信回数の比率の推移（全国平均） 

77.7%

77.9%

78.2%

22.6%

22.3%

22.1%

21.8%

77.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成１１年度

平成１０年度

平成９年度

平成８年度

県内 県外
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図表Ⅱ－６(2) 同一都道府県内に終始する通信回数の比率 

77.4%

92.1%

84.8%

80.9%

76.7%

83.8%

83.2%

81.2%

68.7%

68.1%

71.5%

73.1%

85.6%

80.4%

78.6%

81.0%

77.8%

82.3%

83.2%

80.8%

79.1%

71.7%

73.5%

69.7%

80.3%

78.9%

81.3%

79.3%

80.9%

81.2%

81.0%

77.0%

83.4%

85.6%

80.4%

84.9%

83.4%

83.6%

85.3%

86.3%

92.7%

76.9%

76.1%

76.0%

76.0%

76.9%

50.0% 100.0%

全国平均

北海道

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

福島県

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

新潟県

富山県

石川県

福井県

山梨県

長野県

岐阜県

静岡県

愛知県

三重県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

鳥取県

島根県

岡山県

広島県

山口県

徳島県

香川県

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県

75.1%

75.0%
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（注） □は比率の上位５県、■は比率の下位５県。 



 

(3)  同一の地域ブロック内に終始する通信の比率は平均で８９．８％であり、
ほとんどの通信が近隣の都府県までを含めた地域ブロック内で終始してい

ることを示している。しかし、信越、北陸では他のブロックと比較して比

率が低く、信越では関東への、北陸では関東、近畿への通信が高い比率を

占めている。 

【図表Ⅱ－７】 

 

図表Ⅱ－７ 地域ブロック間トラヒック交流状況 

 
  （単位：百万回） 

    着信 

発信 
北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄 発信計

3,283 36 166 6 4 18 33 6 3 9 1 3,565
北海道 

(92.1%) (1.0%) (4.7%) (0.2%) (0.1%) (0.5%) (0.9%) (0.2%) (0.1%) (0.2%) (0.0%) (100.0%)

27 4,916 408 25 7 31 49 9 4 11 1 5,486
東北 

(0.5%) (89.6%) (7.4%) (0.5%) (0.1%) (0.6%) (0.9%) (0.2%) (0.1%) (0.2%) (0.0%) (100.0%)

158 406 27,610 275 89 552 693 168 80 271 24 30,325
関東 

(0.5%) (1.3%) (91.0%) (0.9%) (0.3%) (1.8%) (2.3%) (0.6%) (0.3%) (0.9%) (0.1%) (100.0%)

5 23 254 2,274 15 42 34 5 2 6 0 2,662
信越 

(0.2%) (0.9%) (9.6%) (85.4%) (0.6%) (1.6%) (1.3%) (0.2%) (0.1%) (0.2%) (0.0%) (100.0%)

3 6 83 16 1,564 46 83 6 2 5 0 1,815
北陸 

(0.2%) (0.3%) (4.5%) (0.9%) (86.2%) (2.5%) (4.6%) (0.3%) (0.1%) (0.3%) (0.0%) (100.0%)

17 30 535 48 47 7,748 272 16 16 49 3 8,802
東海 

(0.2%) (0.3%) (6.1%) (0.5%) (0.5%) (88.0%) (3.1%) (0.2%) (0.2%) (0.6%) (0.0%) (100.0%)

29 43 679 38 79 271 12,622 195 108 163 9 14,236
近畿 

(0.2%) (0.3%) (4.8%) (0.3%) (0.6%) (1.9%) (88.7%) (1.4%) (0.8%) (1.1%) (0.1%) (100.0%)

5 7 161 6 6 35 195 4,063 52 86 1 4,618
中国 

(0.1%) (0.2%) (3.5%) (0.1%) (0.1%) (0.8%) (4.2%) (88.0%) (1.1%) (1.9%) (0.0%) (100.0%)

2 3 74 2 2 15 106 53 2,048 17 1 2,324
四国 

(0.1%) (0.1%) (3.2%) (0.1%) (0.1%) (0.7%) (4.5%) (2.3%) (88.1%) (0.7%) (0.0%) (100.0%)

10 15 277 9 8 56 181 96 23 7,671 17 8,363
九州 

(0.1%) (0.2%) (3.3%) (0.1%) (0.1%) (0.7%) (2.2%) (1.2%) (0.3%) (91.7%) (0.2%) (100.0%)

1 1 21 0 0 3 8 2 1 17 688 743
沖縄 

(0.1%) (0.1%) (2.9%) (0.1%) (0.0%) (0.4%) (1.1%) (0.2%) (0.1%) (2.3%) (92.7%) (100.0%)

注 上段は発信通信回数、下段は発信通信比率。 
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３ 地域間の通信の交流状況 
 
(1)  地域間における固定系通信のトラヒック交流状況を都道府県単位でみる

と、ある県から発信した通信の着信地は、各県とも近隣県が上位を占める

とともに、東京都又は大阪府が１０位以内に現れている。特に東京都は、

他の全ての道府県で上位５位に入っており、その影響力が全国に及んでい

ることが分かる。一方、大阪府は、東日本ではやや順位が低いものの、西

日本ではほとんどの府県で上位５位に入っており、特に近畿、中国、四国

との間では、山口県を除く全ての府県においても東京都よりも上位にきて

いる。 

(2)  東京都、大阪府以外では、その地域の中心的な都市のある県への通信が
多くなっている。例えば、東北では宮城県、北陸では石川県、中部では愛

知県、中国では広島県、九州では福岡県が上位にきている。 

 

【図表Ⅱ－８】 
 
 
(2)  地域ブロック単位でみても、上記の傾向は同様であり、各ブロックとも

関東または近畿が着信地として上位にきている。 

【図表Ⅱ－７】 

 

 
(3) このように通信交流においては、関東（東京都）と近畿（大阪府）、とりわ

け関東の影響が強く、情報面から見た首都圏への一極集中の状況を示して

いる。 
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図表Ⅱ－８ 都道府県間トラヒック交流状況（１） 

（単位：百万回） 
着信都道府県 発信都

道府県 1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 8位 9位 10位 

北海道 北海道 東京都 大阪府 神奈川県 千葉県 宮城県 埼玉県 愛知県 青森県 茨城県

3,565 3,283 107 23 20 16 15 12 10 8 5

青森県 青森県 宮城県 東京都 岩手県 北海道 秋田県 神奈川県 千葉県 埼玉県 大阪府

740 628 32 22 15 6 6 5 4 3 3

岩手県 岩手県 宮城県 東京都 青森県 山形県 秋田県 神奈川県 埼玉県 千葉県 大阪府

733 593 42 25 14 12 8 7 5 4 3

宮城県 宮城県 東京都 福島県 岩手県 山形県 青森県 秋田県 神奈川県 大阪府 埼玉県

1,563 1,200 82 47 38 35 22 19 16 14 12

秋田県 秋田県 宮城県 東京都 山形県 岩手県 青森県 神奈川県 千葉県 埼玉県 大阪府

636 533 22 21 14 9 7 5 4 4 3

山形県 山形県 宮城県 東京都 神奈川県 福島県 埼玉県 千葉県 新潟県 秋田県 大阪府

670 558 36 25 7 5 5 4 4 4 3

福島県 福島県 宮城県 東京都 神奈川県 埼玉県 茨城県 千葉県 大阪府 栃木県 山形県

1,144 929 65 52 13 11 11 9 8 8 6

茨城県 茨城県 東京都 千葉県 埼玉県 栃木県 神奈川県 福島県 大阪府 群馬県 愛知県

1,512 1,136 138 57 50 30 23 12 10 7 5

栃木県 栃木県 東京都 埼玉県 茨城県 群馬県 神奈川県 千葉県 福島県 大阪府 宮城県

1,056 792 85 42 29 29 16 12 8 7 4

群馬県 群馬県 東京都 埼玉県 栃木県 新潟県 神奈川県 千葉県 長野県 茨城県 大阪府

1,103 848 80 49 28 23 15 9 8 6 6

埼玉県 埼玉県 東京都 千葉県 神奈川県 群馬県 茨城県 栃木県 大阪府 愛知県 静岡県

3,571 2,453 617 77 77 56 35 34 30 16 15

千葉県 千葉県 東京都 神奈川県 埼玉県 茨城県 大阪府 愛知県 静岡県 北海道 福岡県

3,328 2,267 503 82 81 59 44 25 19 19 15

東京都 東京都 神奈川県 埼玉県 千葉県 大阪府 愛知県 茨城県 静岡県 北海道 福岡県

13,961 9,975 831 645 522 291 153 143 116 100 89

神奈川県 神奈川県 東京都 千葉県 埼玉県 静岡県 大阪府 愛知県 茨城県 北海道 栃木県

5,285 3,866 842 84 74 53 49 31 23 18 16

新潟県 新潟県 東京都 埼玉県 神奈川県 大阪府 長野県 千葉県 群馬県 愛知県 宮城県

1,393 1,192 71 14 13 12 12 9 8 6 6

富山県 富山県 石川県 東京都 大阪府 愛知県 新潟県 京都府 福井県 神奈川県 岐阜県

610 491 34 19 13 10 5 5 4 4 3

石川県 石川県 富山県 東京都 大阪府 福井県 愛知県 京都府 神奈川県 新潟県 兵庫県

718 564 31 22 20 20 14 6 5 4 3

福井県 福井県 石川県 大阪府 東京都 愛知県 京都府 富山県 兵庫県 滋賀県 神奈川県

486 393 22 17 12 8 7 4 3 3 2

山梨県 山梨県 東京都 埼玉県 神奈川県 静岡県 長野県 千葉県 大阪府 愛知県 群馬県

509 396 48 14 12 8 7 4 4 3 1

長野県 長野県 東京都 新潟県 愛知県 神奈川県 埼玉県 大阪府 千葉県 群馬県 山梨県

1,268 1,043 75 27 20 15 13 11 9 9 7

岐阜県 岐阜県 愛知県 東京都 大阪府 三重県 神奈川県 長野県 静岡県 滋賀県 京都府

1,101 836 149 28 19 7 6 5 5 4 4

静岡県 静岡県 東京都 愛知県 神奈川県 大阪府 埼玉県 千葉県 山梨県 長野県 岐阜県

2,278 1,895 113 82 52 25 13 13 8 7 5

愛知県 愛知県 東京都 岐阜県 大阪府 三重県 静岡県 神奈川県 長野県 千葉県 兵庫県

4,438 3,588 160 141 101 82 76 34 24 18 17

三重県 三重県 愛知県 大阪府 東京都 岐阜県 奈良県 神奈川県 京都府 和歌山県 静岡県

985 779 87 31 23 8 6 5 4 4 4
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着信都道府県 発信都

道府県 1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 8位 9位 10位 

滋賀県 滋賀県 京都府 大阪府 東京都 愛知県 兵庫県 岐阜県 神奈川県 三重県 福井県

686 491 62 58 16 9 6 5 4 4 3

京都府 京都府 大阪府 滋賀県 東京都 兵庫県 奈良県 愛知県 神奈川県 福井県 福岡県

1,685 1,239 186 52 46 29 18 13 9 6 6

大阪府 大阪府 兵庫県 東京都 京都府 奈良県 愛知県 和歌山県 滋賀県 福岡県 神奈川県

7,812 5,940 370 295 181 123 94 68 62 57 54

兵庫県 兵庫県 大阪府 東京都 京都府 岡山県 神奈川県 愛知県 広島県 福岡県 奈良県

2,757 2,098 369 69 30 18 17 16 12 11 9

奈良県 奈良県 大阪府 京都府 東京都 兵庫県 三重県 和歌山県 愛知県 神奈川県 滋賀県

703 490 118 29 14 9 6 5 4 3 3

和歌山県 和歌山県 大阪府 東京都 京都府 兵庫県 奈良県 三重県 愛知県 神奈川県 千葉県

594 477 64 11 9 5 4 4 3 2 1

鳥取県 鳥取県 島根県 広島県 大阪府 東京都 岡山県 兵庫県 京都府 神奈川県 福岡県

343 271 16 13 11 7 7 5 2 1 1

島根県 島根県 広島県 鳥取県 大阪府 東京都 山口県 岡山県 兵庫県 福岡県 神奈川県

425 346 24 14 10 8 3 3 2 2 2

岡山県 岡山県 広島県 大阪府 東京都 兵庫県 香川県 鳥取県 福岡県 愛知県 神奈川県

1,125 893 63 41 26 17 11 7 6 6 5

広島県 広島県 大阪府 岡山県 東京都 山口県 福岡県 島根県 愛媛県 兵庫県 神奈川県

1,866 1,509 53 51 49 45 19 19 13 12 10

山口県 山口県 広島県 福岡県 東京都 大阪府 岡山県 神奈川県 島根県 兵庫県 愛知県

859 698 55 31 17 15 4 4 4 3 3

徳島県 徳島県 香川県 大阪府 東京都 愛媛県 兵庫県 高知県 広島県 岡山県 神奈川県

422 342 23 15 8 6 5 3 3 2 2

香川県 香川県 大阪府 愛媛県 東京都 徳島県 高知県 岡山県 広島県 兵庫県 神奈川県

616 474 26 22 16 15 10 10 8 6 3

愛媛県 愛媛県 香川県 大阪府 東京都 広島県 高知県 徳島県 兵庫県 岡山県 福岡県

837 697 31 22 17 14 10 5 5 4 4

高知県 高知県 香川県 大阪府 愛媛県 東京都 広島県 徳島県 兵庫県 岡山県 神奈川県

449 384 13 11 9 8 4 3 2 2 2

福岡県 福岡県 東京都 熊本県 大阪府 佐賀県 長崎県 大分県 鹿児島県 山口県 宮崎県

3,538 2,845 96 69 69 54 52 52 37 35 26

佐賀県 佐賀県 福岡県 長崎県 東京都 大阪府 熊本県 神奈川県 大分県 愛知県 広島県

409 314 53 12 6 5 3 2 1 1 1

長崎県 長崎県 福岡県 東京都 佐賀県 大阪府 熊本県 神奈川県 愛知県 兵庫県 大分県

842 715 57 13 12 9 6 4 3 2 2

熊本県 熊本県 福岡県 東京都 鹿児島県 大阪府 宮崎県 大分県 長崎県 神奈川県 愛知県

1,066 889 69 18 13 12 8 8 7 5 4

大分県 大分県 福岡県 熊本県 東京都 大阪府 宮崎県 神奈川県 広島県 愛知県 鹿児島県

744 622 51 14 12 8 5 3 2 2 2

宮崎県 宮崎県 福岡県 鹿児島県 熊本県 東京都 大阪府 大分県 神奈川県 愛知県 兵庫県

712 607 26 20 14 11 8 4 3 2 2

鹿児島県 鹿児島県 福岡県 熊本県 宮崎県 東京都 大阪府 神奈川県 愛知県 兵庫県 千葉県

1,054 909 37 20 18 17 14 5 4 3 3

沖縄県 沖縄県 東京都 福岡県 大阪府 神奈川県 鹿児島県 愛知県 千葉県 埼玉県 熊本県

743 688 14 11 6 3 3 2 1 1 1

    東京 大阪  

 

 18



(4)  図表Ⅱ－９は、固定系相互通信において、一定割合以上のトラヒック交
流がある都道府県相互間を線で結び、各県を結ぶ線の太さで関係の強さを

表したものである。（ ）内の数字は、交流関係のある都道府県の数を示し

ている。 
(3)  これをみると、東日本は東京都、西日本は大阪府、九州は福岡県を中心

に通信圏が形成されている一方、沖縄は通信圏として独立していることが

分かる。さらに、東京都、大阪府を中心とする枠の中でも、宮城県、愛知

県、広島県は、それぞれ東北、東海、中国の各県に影響を及ぼしており、

これらを中核とする地域ごとの通信圏が形成されていることが分かる。ま

た、関東では埼玉県及び神奈川県、近畿では京都府が近隣県に影響を及ぼ

している。 

 

【図表Ⅱ－９】 
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(5)  東京都、愛知県、大阪府に関する固定系相互通信のトラヒックの状況に

ついてみると、東京都、愛知県及び大阪府については、発着信の比率はほ

ぼ同じであるといえる。 

(6)  通信回数ベースの場合、東京都内に終始する通信の比率は１２．０％で
あることから、発着信を合計すると、東京都が関係する通信は全国通信の

２１．７％を占めており、同様に大阪府が関係する通信は１１．７％、愛

知県が関係する通信は６．４％である。なお、これら都府県に関係する通

信は総通信の３８．４％を占めている。 

 

(7)  上記の傾向は、通信時間ベースの場合においてもほぼ同様である。  
【図表Ⅱ－１０】 

 
 

図表Ⅱ－１０ 東京都、愛知県及び大阪府発着信比率 
 
  ・通信回数 

（単位：百万回） 
       着信

発信 
東京都 愛知県 大阪府 その他 全国 

9,975 153 291 3,541 13,961東京都 

 (12.0%) (0.2%) (0.4%) (4.3%) (16.9%)

160 3,588 101 589 4,438愛知県 

 (0.2%) (4.3%) (0.1%) (0.7%) (5.3%)

295 94 5,940 1,483 7,812大阪府 

 (0.4%) (0.1%) (7.2%) (1.8%) (9.5%)

3,512 599 1,486 51,130 56,726その他 

 (4.2%) (0.7%) (1.8%) (61.6%) (68.3%)

13,943 4,433 7,818 56,743 82,937全 国 

 (16.8%) (5.3%) (9.5%) (68.4%) (100.0%)

 
  ・通信時間 
                          （単位：万時間） 

       着信

発信 
東京都 愛知県 大阪府 その他 全国 

59,875 584 1,077 15,948 77,483東京都 

 (13.2%) (0.1%) (0.2%) (3.5%) (17.0%)

660 19,761 376 2,740 23,537愛知県 

 (0.1%) (4.3%) (0.1%) (0.6%) (5.1%)

1,154 350 33,312 6,801 41,617大阪府 

 (0.3%) (0.1%) (7.3%) (1.5%) (9.2%)

17,508 2,762 6,971 285,612 312,853その他 

 (3.8%) (0.6%) (1.6%) (62.7%) (68.7%)

79,197 23,457 41,736 311,101 455,490全 国 

 (17.4 %) (5.1%) (9.2%) (68.3%) (100.0%)
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４ 時間帯別の通信状況 
 
［通信回数］ 
(1)  加入電話全体では、東･西ＮＴＴの事務用通信の傾向が全体に反映されて

いる。時間帯別では、事務用は、午前の業務時間である９～１２時、午後

の業務開始時の１３～１４時、業務終了前の１６～１７時の比率が高くな

っている。一方、住宅用は１８時以降の時間帯の比率が高く、１８～２１

時にピークがある。 

(2)  ＩＳＤＮでは 
・通話モードについては、ほぼ東･西ＮＴＴの事務用通信の傾向と類似して

おり、事務用の利用が多いものと考えられる。 

・通信モードについては特殊な傾向を示しており、深夜においてもあまり

比率が下がらないことが特徴となっている。 

【図表Ⅱ－１１】 
 
［通信時間］ 
(1)  加入電話全体では、通信回数とは逆に、東･西ＮＴＴの住宅用通信の傾向

が全体に反映されている。特に、住宅用の夜間のピークが著しく高くなっ

ていることが特徴であり、全体のピークは２０～２２時に発生している。

一方、事務用のピークは通信回数と同じである。 

(2)  ＩＳＤＮでは、 
・通話モードについては、やはり東･西ＮＴＴの事務用通信の傾向に類似し

ているが、２０～２１時にも小さなピークがある。 

・通信モードについては、やはり特殊な傾向を示しており２３～２４時、

３～４時と深夜にピークがある。これは、大容量のデータ通信が深夜の

時間帯に行われていることが原因の一つとして考えられる 

【図表Ⅱ－１２】 
 

［１通信当たりの通信時間］ 
(1)  加入電話全体では、１０秒～２０秒までの通信が一番多い。これを東･

西ＮＴＴの事住の別にみると、事務用通信では３０秒以下の通信が全体の

３割以上、1 分以下の通信では６割以上を占め、比較的短時間で終わる通

信が多くなっている。一方住宅用通信は、３分を超える通信が３割近くあ

り、比較的通信時間は長い。 

 

(2)  ＩＳＤＮでは、 
・通話モードでは、１通信あたり２０～３０秒までの通信が一番多い。そ

れを中心としてなだらかな分布を示しており、やはり加入電話の事務用

通信の傾向と類似している 

・通信モードでは、１通信当たり０～１０秒までの通信が全体の約５分の

１を占めており、以降は急激に下降しているが、３分以上の通信も３．

５割以上あり、通信時間の長さを示している。 

【図表Ⅱ－１３】 
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図表Ⅱ―１１ 時間帯別通信回数 

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

通信時間帯（時）

通
信
回
数
比
率

加入電話全体（長距離系のISDNを含む） 東･西NTT事務用
東･西NTT住宅用 ISDN通話モード（長距離系のISDN含まず）
ISDN通信モード（長距離系のISDN含まず）

時間帯 0～1 1～2 2～3 3～4 4～5 5～6 6～7 7～8 8～9 9～10 10～11 11～12

加入電話 150 114 96 85 84 94 152 353 1,180 2,418 2,326 2,079

NTT事務用 0.6% 0.5% 0.4% 0.4% 0.4% 0.4% 0.6% 1.5% 5.0% 10.3% 9.9% 8.9%

  31.6% 38.7% 49.4% 56.4% 64.4% 57.4% 38.0% 31.9% 48.3% 61.5% 64.6% 65.1%

加入電話 326 181 99 66 46 70 248 754 1,264 1,516 1,273 1,113

NTT住宅用 1.5% 0.9% 0.5% 0.3% 0.2% 0.3% 1.2% 3.6% 6.0% 7.2% 6.0% 5.3%

  68.4% 61.3% 50.6% 43.6% 35.6% 42.6% 62.0% 68.1% 51.7% 38.5% 35.4% 34.9%

加入電話 678 424 289 227 197 242 539 1,434 3,410 6,216 5,983 5,342

全体 1.0% 0.6% 0.4% 0.3% 0.3% 0.3% 0.8% 2.1% 4.9% 8.9% 8.6% 7.7%

ISDN 47 31 22 19 17 19 36 105 410 924 942 863

通信モード 0.5% 0.3% 0.2% 0.2% 0.2% 0.2% 0.4% 1.1% 4.4% 9.9% 10.1% 9.3%

ISDN 147 100 69 56 41 45 58 86 168 236 242 238

通信モード 3.6% 2.5% 1.7% 1.4% 1.0% 1.1% 1.4% 2.1% 4.1% 5.8% 5.9% 5.9%
              

 12～13 13～14 14～15 15～16 16～17 17～18 18～19 19～20 20～21 21～22 22～23 23～24 合計 

 1,236 1,919 1,799 1,808 1,922 1,816 1,343 954 655 420 271 199 23,472

 5.3% 8.2% 7.7% 7.7% 8.2% 7.7% 5.7% 4.1% 2.8% 1.8% 1.2% 0.8% 100.0%

 53.3% 63.7% 64.8% 62.7% 61.2% 55.4% 44.9% 37.7% 29.7% 25.9% 26.7% 26.4% 52.6%

 1,085 1,093 977 1,076 1,218 1,464 1,647 1,576 1,551 1,198 744 555 21,138

 5.1% 5.2% 4.6% 5.1% 5.8% 6.9% 7.8% 7.5% 7.3% 5.7% 3.5% 2.6% 100.0%

 46.7% 36.3% 35.2% 37.3% 38.8% 44.6% 55.1% 62.3% 70.3% 74.1% 73.3% 73.6% 47.4%

 3,495 4,923 4,649 4,732 5,057 5,095 4,424 3,918 3,272 2,403 1,530 1,089 69,569

 5.0% 7.1% 6.7% 6.8% 7.3% 7.3% 6.4% 5.6% 4.7% 3.5% 2.2% 1.6% 100.0%

 472 793 744 740 772 739 558 400 289 183 109 73 9,306

 5.1% 8.5% 8.0% 7.9% 8.3% 7.9% 6.0% 4.3% 3.1% 2.0% 1.2% 0.8% 100.0%

 215 231 234 237 250 243 216 181 182 190 192 209 4,066

 5.3% 5.7% 5.8% 5.8% 6.1% 6.0% 5.3% 4.5% 4.5% 4.7% 4.7% 5.1% 100.0%

(注) 上段：通信回数（百万回） 

 中段：東･西NTT事務用、東･西NTT住宅用、加入電話全体、ISDN通話モード、ISDN通信モード各々の総通信回数に対する比率

 下段：事住別の総通信回数に対する、同一時間帯中の事住別の比率（東･西NTT加入電話）  

 ・加入電話の事住別は、4-6月の旧NTTと7-3月の東･西NTTの合計値 

 ・加入電話の全体には、長距離系NCCのISDNトラヒックが含まれる。 

 ・ISDNは基本インターフェースと一次群インターフェースの合計値、通信モードは64kbpsのみ（長距離系の数値含まず） 
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図表Ⅱ－１２ 時間帯別通信時間 

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

通信時間帯（時）

通
信
時
間
比
率

加入電話全体（長距離系のISDNを含む） 東･西NTT事務用

東･西NTT住宅用 ISDN通話モード（長距離系のISDN含まず）

ISDN通信モード（長距離系のISDN含まず）
 

時間帯 0～1 1～2 2～3 3～4 4～5 5～6 6～7 7～8 8～9 9～10 10～11 11～12

加入電話 782 473 304 320 167 164 279 745 2,906 6,447 6,154 5,300

NTT事務用 1.2% 0.7% 0.5% 0.5% 0.3% 0.2% 0.4% 1.1% 4.4% 9.7% 9.2% 8.0%

  8.9% 9.2% 10.2% 10.2% 12.6% 13.5% 16.0% 21.0% 30.0% 40.4% 42.8% 44.8%

加入電話 8,016 4,694 2,687 2,827 1,154 1,047 1,464 2,796 6,783 9,498 8,208 6,543

NTT住宅用 4.5% 2.7% 1.5% 1.6% 0.7% 0.6% 0.8% 1.6% 3.8% 5.4% 4.6% 3.7%

  91.1% 90.8% 89.8% 89.8% 87.4% 86.5% 84.0% 79.0% 70.0% 59.6% 57.2% 55.2%

加入電話 11,994 6,902 3,914 3,887 1,682 1,480 2,164 4,718 13,355 24,487 23,188 19,498

全体 3.3% 1.9% 1.1% 1.1% 0.5% 0.4% 0.6% 1.3% 3.7% 6.8% 6.4% 5.4%

ISDN 713 404 231 260 104 94 136 325 1,254 2,822 2,765 2,406

通信モード 2.1% 1.2% 0.7% 0.8% 0.3% 0.3% 0.4% 1.0% 3.7% 8.4% 8.3% 7.2%

ISDN 4,320 2,713 1,709 3,442 861 832 932 1,049 1,838 2,383 2,280 2,179

通信モード 7.0% 4.4% 2.8% 5.6% 1.4% 1.4% 1.5% 1.7% 3.0% 3.9% 3.7% 3.5%
       

 12～13 13～14 14～15 15～16 16～17 17～18 18～19 19～20 20～21 21～22 22～23 23～24 合計 

 3,203 5,111 4,787 4,879 5,303 5,001 3,819 2,997 2,597 2,031 1,481 1,331 66,578

 4.8% 7.7% 7.2% 7.3% 8.0% 7.5% 5.7% 4.5% 3.9% 3.1% 2.2% 2.0% 100.0%

 36.4% 43.7% 43.5% 42.2% 41.7% 37.7% 28.6% 20.7% 14.3% 11.7% 9.8% 8.3% 27.4%

 5,586 6,597 6,225 6,681 7,422 8,282 9,521 11,488 15,503 15,318 13,661 14,745 176,747

 3.2% 3.7% 3.5% 3.8% 4.2% 4.7% 5.4% 6.5% 8.8% 8.7% 7.7% 8.3% 100.0%

 63.6% 56.3% 56.5% 57.8% 58.3% 62.3% 71.4% 79.3% 85.7% 88.3% 90.2% 91.7% 72.6%

 13,215 18,386 17,590 18,234 19,914 20,450 19,651 21,005 26,187 25,496 21,785 21,253 360,436

 3.7% 5.1% 4.9% 5.1% 5.5% 5.7% 5.5% 5.8% 7.3% 7.1% 6.0% 5.9% 100.0%

 1,436 2,303 2,169 2,217 2,406 2,371 1,908 1,590 1,618 1,467 1,213 1,230 33,444

 4.3% 6.9% 6.5% 6.6% 7.2% 7.1% 5.7% 4.8% 4.8% 4.4% 3.6% 3.7% 100.0%

 2,191 2,364 2,283 2,336 2,385 2,416 2,293 2,223 2,589 3,060 4,252 8,680 61,610

 3.6% 3.8% 3.7% 3.8% 3.9% 3.9% 3.7% 3.6% 4.2% 5.0% 6.9% 14.1% 100.0%

(注) 上段：通信時間（百万時間） 

 中段：東･西NTT事務用、東･西NTT住宅用、加入電話全体、ISDN通話モード、ISDN通信モード各々の総通信時間に対する比率 

 下段：事住別の総通信時間に対する、同一時間帯中の事住別の比率（東･西NTT加入電話） 

 ・加入電話の事住別は、4-6月の旧NTTと7-3月の東･西NTTの合計値 

 ・加入電話の全体には、長距離系NCCのISDNトラヒックが含まれる。 

 ・ISDNは基本インターフェースと一次群インターフェースの合計値、通信モードは64kbpsのみ（長距離系の数値含まず） 
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図表Ⅱ－１３ 通信時間別通信回数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120 130 140 150 160 170 180

通信時間　（秒）

通
信
回
数
比
率

加入電話全体（長距離系のISDNを含む） 東･西NTT事務用
東･西NTT住宅用 ISDN通話モード（長距離系のISDN含まず）
ISDN通信モード（長距離系のISDN含まず）

通信時間（秒） 0～10 10～20 20～30 30～40 40～50 50～60 60～70 70～80 80～90 90～100

加入電話 2,645 2,929 2,880 2,565 1,935 1,469 1,153 926 770 644

NTT事務用 11.3% 12.5% 12.3% 10.9% 8.2% 6.3% 4.9% 3.9% 3.3% 2.7%

  58.6% 57.6% 60.3% 60.7% 58.8% 57.1% 56.3% 55.4% 54.8% 54.2%

加入電話 1,870 2,153 1,892 1,663 1,354 1,104 897 745 635 546

NTT住宅用 8.8% 10.2% 9.0% 7.9% 6.4% 5.2% 4.2% 3.5% 3.0% 2.6%

  41.4% 42.4% 39.7% 39.3% 41.2% 42.9% 43.7% 44.6% 45.2% 45.8%

加入電話 7,091 7,544 7,477 6,754 5,169 4,037 3,241 2,600 2,183 1,854

全体 10.2% 10.8% 10.7% 9.7% 7.4% 5.8% 4.7% 3.7% 3.1% 2.7%

ISDN 827 1,078 1,145 1,016 779 602 465 378 315 264

通信モード 8.9% 11.6% 12.3% 10.9% 8.4% 6.5% 5.0% 4.1% 3.4% 2.8%

ISDN 491 327 207 186 101 124 282 105 81 78

通信モード 12.1% 8.0% 5.1% 4.6% 2.5% 3.0% 6.9% 2.6% 2.0% 1.9%
     

  100～110 110～120 120～130 130～140 140～150 150～160 160～170 170～180 180～ 合計 

  546 469 408 352 307 270 239 212 2,755 23,472

  2.3% 2.0% 1.7% 1.5% 1.3% 1.2% 1.0% 0.9% 11.7% 100.0%

  53.6% 53.0% 52.7% 51.9% 51.2% 50.6% 50.0% 49.2% 32.6% 52.6%

  474 416 366 326 292 264 239 219 5,685 21,138

  2.2% 2.0% 1.7% 1.5% 1.4% 1.2% 1.1% 1.0% 26.9% 100.0%

  46.4% 47.0% 47.3% 48.1% 48.8% 49.4% 50.0% 50.8% 67.4% 47.4%

  1,587 1,393 1,230 1,069 945 846 764 689 13,093 69,566

  2.3% 2.0% 1.8% 1.5% 1.4% 1.2% 1.1% 1.0% 18.8% 100.0%

  223 192 166 145 127 112 99 89 1,283 9,306

  2.4% 2.1% 1.8% 1.6% 1.4% 1.2% 1.1% 1.0% 13.8% 100.0%

  61 81 104 55 44 94 61 132 1,452 4,066

  1.5% 2.0% 2.6% 1.4% 1.1% 2.3% 1.5% 3.2% 35.7% 100.0%

(注) 上段：通信回数（百万回） 

 中段：東･西NTT事務用、東･西NTT住宅用、加入電話全体、ISDN通話モード、ISDN通信モード各々の総通信回数に対する比率 

 下段：事住別の総通信回数に対する、同一時間帯中の事住別の比率（東･西NTT加入電話）  

 ・加入電話の事住別は、4-6月の旧NTTと7-3月の東･西NTTの合計値 

 ・加入電話の全体には、長距離系NCCのISDNトラヒックが含まれる。 

 ・ISDNは基本インターフェースと一次群インターフェースの合計値、通信モードは64kbpsのみ（長距離系の数値含まず） 
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５ ＮＴＴとＮＣＣのトラヒックシェアの推移 
 
 
(1)  固定系通信のトラヒックにおけるＮＣＣの通信回数のシェアは、ＮＴＴ

のウェイトの大きい県内通信においては８．２％であるが、県間通信にお

いては４５．４％となり、全体では１６．６％となった。 

【図表Ⅱ－１４】 

 

(2)  県間の通信回数は１８７．６億回で、総通信回数の２２．６％を占めて
おり、これを各事業者ごとに見ると、県間通信におけるＮＣＣ各社合計の

通信回数シェアは４５．４％と半数に近づきつつある。 

(3)  これは、事業者間の競争の進展により、ＮＣＣの利用が増加しているた
めと考えられる。 

(4)  また、県間通信のうち、東京都、大阪府、愛知県相互の通信をみると、
ＮＣＣのシェアは５４．７％となっている。なお、東京都、大阪府、愛知

県相互間の加入電話のトラヒックは、県間通信の５．８％であり、総通信

の１．３％となっている。 

 

  

(3)  一方、固定系通信の通信回数の約８割を占めている県内通信におけるＮ
ＣＣの通信回数シェアは８．２％、同約６割を占めているＭＡ内通信にお

けるＮＣＣのシェアは３．５％であり、昨年と比較して増加してはいるも

のの、県内通信市場、市内通信市場においては依然としてＮＴＴが圧倒的

なシェアを占めている。 

 

 

【図表Ⅱ－１５、１６】 
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図表Ⅱ－１４ 固定系通信におけるＮＣＣの通信回数のシェア 
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図表Ⅱ－１５ 県間通信における各事業者別通信回数の比率 

54.6%

57.6%

62.7%

16.3%

15.4%

15.0%

15.0%

13.8% 7.0%

16.1%
11.2%

8.6%

2.9%

2.5%

0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

11年度
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9年度

NTT合計

第二電電 日本テレコム

KDD

日本高速通信

東京通信
ネットワーク

その他各社計

(注)日本高速通信は平成10年12月よりKDDと合併。

0.1%

0.1%

0.2%
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図表Ⅱ－１６ 県間、県内、同一ＭＡ内通信における 

ＮＴＴ及びＮＣＣの通信回数のシェア 

 
 
(1)  全通信に占めるシェア 
 

 

ＮＣＣ 

16.6%[13.7%]

137.9 億回 

ＮＴＴ 

83.4%[86.3%] 

691.4 億回 

 
 
(2)  県間通信、県内通信及び同一ＭＡ内通信におけるシェア 
 

県内通信 

77.4%[77.7%] 641.8 億回 

県間通信 

22.6%[22.3%] 

187.6 億回  MA 内通信 61.0%60.1%] 506.3 億回 

①県間通信シェア 
 

ＮＣＣ ＮＴＴ  

  
 

  ＮＴＴ 91.8%[94.5%] 589.0 億回 

 
 

 

ＮＴＴ 96.5%[98.0%] 488.9 億回 

 
 
(3)  東京都、大阪府、愛知県相互間の通信におけるシェア 
 

県間通信 

187.6 億回 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

54.6%[57.6%] 102.4 億回 

45.4%[42.4%] 

85.2 億回 

ＮＣＣ 8.2% [ 5.5%] 52.8 億回 

ＮＣＣ 3.5% [2.0%] 17.7 億回

③MA 内通信シェア 

②県内通信シェア 

総通信回数 
８２９．３億回

東京都、大阪府、 

愛知県相互間 

10.9 億回[10.4 億回] 

5.8%[5.6%] 

ＮＣＣ 

5.6 億回[5.3 億回] 

54.7%[54.5%] 

ＮＴＴ 

5.0 億回[4.7 億回] 

45.3%[45.5%] 
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Ⅲ 移動系通信の利用状況 

（携帯電話･ＰＨＳ） 
 

１ 加入数・通信量の状況 
 

 (1) 加入数 

   平成１１年度末現在、携帯電話及びＰＨＳの加入数は全国で５，６８５

万加入（携帯電話：５，１１３．９万加入、ＰＨＳ：５７０．７万加入）

であり、国民約２人に１台弱の割合で普及していることになる。対前年度

末比でみると約２０％の伸びを示しており、加入電話が５．１％減少して

いるのと比べて対照的に伸びている。とりわけ、平成１０年２月に開始さ

れた携帯電話端末によるインターネット接続サービスが加入数増加の牽引

役を果たしており、平成１１年度末で７４９．９万加入と、携帯電話全体

の加入数の１４．７％を占めるに至っている。 

   また、その結果、平成１１年度末の加入電話の総加入数５，５５５万と

比較すると、携帯電話及びＰＨＳの加入数が加入電話の総加入数を初めて

上回った。                   【図表Ⅲ－１、２】 

 【注】日本の人口：12,678万人（総務庁統計局発表の推計値、2000年4月1日現在） 

 

図表Ⅲ-1　携帯電話加入数の推移
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図表Ⅲ-2　PHS加入数の推移
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   携帯電話の加入数を地域ブロック別に見ると、関東、近畿及び東海地域

が多く、この３地域で全国の約６６％のシェアを占めている。 

   一方、平成１１年度の加入増加数の伸び率を見ると、高い方から、中国、

北海道、九州の順となっている。           【図表Ⅲ－３】 

図表Ⅲ-3　地域ブロック別携帯電話加入数の推移
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   ＰＨＳの加入数を地域ブロック別に見ると、関東・近畿・九州地域が多

く、この３地域で全国の約６５％のシェアを占めている。 

   一方、平成１１年度の加入増加数の伸びを見ると、高い方から沖縄、東

北、関東の順となっている。             【図表Ⅲ－４】 

 

図表Ⅲ-4　地域ブロック別PHS加入数の推移
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 (2) 通信量 

   携帯電話の平成１１年度１年間の総通信回数及び総通信時間はそれぞれ

４３２．１億回（前年度比＋２５．０％）、１３億７，１４９万時間（前

年度比＋３３．６％）であり、加入数とともに伸びている。 

【図表Ⅲ－５、６】 

図表Ⅲ-5　携帯電話の通信回数の推移

0 100 200 300 400 500

平成11年度

平成10年度

平成9年度

平成8年度

(単位：億回）

257.9億回(前年度比+53.4%)

168.1億回(前年度比+92.6%)

345.6億回(前年度比+34.0%)

432.1億回(前年度比+25.0%)

図表Ⅲ-6　携帯電話の通信時間の推移

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000 120,000 140,000

平成11年度

平成10年度

平成9年度

平成8年度

（単位：万時間）

44,163万時間（前年度比+99.8%)

102,659万時間（前年度比+42.5%)

72,030万時間（前年度比+63.1%)

137,149万時間（前年度比+33.6%)
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   ＰＨＳの平成１１年度の総通信回数及び総通信時間はそれぞれ５３．８

億回（前年度比－６．９％）、１億５，７６７万時間（前年比－２１．

１％）であり、いずれも減少となっている。 

【図表Ⅲ－７、８】 

 

図表Ⅲ-7　PHSの通信回数の推移

0 10 20 30 40 50 6

平成11年度

平成10年度

平成9年度

平成8年度

（単位：億回）

25.2億回(前年度比+1023.4%）

52.8億回（前年度比+109.4%）

57.8億回（前年度比+9.5%)

53.8億回（前年度比-6.9%）

0

図表Ⅲ-8　PHSの通信時間の推移

0 4,000 8,000 12,000 16,000 20,000

平成11年度

平成10年度

平成9年度

平成8年度

（単位：万時間）

8,651万時間（前年度比+1154.3%)

19,907万時間（前年度比+130.1%）

19,980万時間（前年度比+0.4%）

15,767万時間（前年度比-21.1%）
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２ トラヒックシェアの状況 
 

携帯電話の全国の総通信回数４３２．１億回のうち、ＮＣＣ（ＩＤＯ、セル

ラー８社、ツーカー３社、Ｊフォン９社）の通信回数は発着信を含めて１８１．

４億回で、そのシェアは、４２．０％と、１０年度と比べてほぼ同水準となっ

ている。 

【図表Ⅲ－９】 

 

 

図表Ⅲ-9　NTTDocomoとNCCのトラヒックシェア(通信回数)
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 ＰＨＳの全国の総通信回数４６．９億回（発信のみ）のうち、ＤＤＩポケッ

トの通信回数は３４．６億回で、そのシェアは７３．７％であり、１０年度と

比べて０．５％増加している。             【図表Ⅲ－１０】 

図表Ⅲ-10　PHS3グループのトラヒックシェア
（通信回数）NTT DoCoMo

(NTTパーソナル） DDIポケット アステル

28.6%
(5.4億回）

55.1%
（10.4億回）

16.3%
（3.1億回）

73.7%
（34.6億回）

11.2%
(5.3億回)

15.0%
(7.1億回)

平成10年度

平成8年度

平成9年度
25.0%

(9.7億回）
61.3%

（23.7億回）

13.7%
(5.3億回)

平成11年度

16.5%
(8.0億回）

73.2%
（35.4億回）

10.3%
(5.0億回)

 

 【注】本表は発信のみの数値である。 
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３ 距離区分別の通信状況 
 

 (1) 通信量 

   携帯電話の通信量を距離区分別にみると、通信回数では約９３％が、通

信時間では約８８％が営業区域内及び営業区域隣接県への通信となってお

り、その他の通信は少ない。            【図表Ⅲ－１１】 

図表Ⅲ-11　距離区分別通信回数及び通信時間

通信回数
122.6億回

営業区域内及び
営業区域隣接県
113.5億回
(93%)

その他
9.2億回
(7%)

営業区域内及び
営業区域隣接県
28,434万時間
(88%)

その他
3,700万時間
(12%)

通信時間
32,134万時間

【注】本表は携帯電話発、加入電話等着のデータのみで作成。 

 

 (2) 平均通信時間 

   距離区分別に１回当たりの平均通信時間を見ると、営業区域内及び営業

区域隣接県への通信は１分３０秒、その他の通信は２分２５秒となってい

る。                      【図表Ⅲ－１２】 

図表Ⅲ－１２  １加入者当たりの距離区分別利用状況 

 

 通信回数（／日） 通信時間（／日） 平均通信時間（／回）

 営業区域内及び 

 営業区域隣接県 
０．６７回 １分１秒 １分３０秒 

 そ の 他 ０．０５回   ８秒 ２分２５秒 

【注】本表は携帯電話発、加入電話等着のデータのみで作成。 
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 (1) 通信量 

   ＰＨＳの通信量を距離区分別にみると、通信回数では約８０％が、通信

時間では約７６％が区域内及び隣接区域への通信となっており、その他へ

の通信は少ない。                 【図表Ⅲ－１３】 

区域内
61%隣接区域

15%

その他
24%

通信時間
7,931万時間

区域内
66%

隣接区域
14%

その他
20%

通信回数
39.1億回

【注】１ 本表はＰＨＳ発、加入電話及びＰＨＳ着のデータのみで作成。 

   ２ 四捨五入の関係で、合計が 100%にならない場合がある。 

図表Ⅲ-13 距離区分別通信回数及び通信時間 

  （参考） 

    区域内及び隣接区域を基準に分析しているのは、現行の料金体系が主に区域内

及び隣接区域を境に区分されていることによるもの。 

     

 (2) 平均通信時間 

   距離区分別に１回当たりの平均通信時間を見ると、区域内の通信は１分

０８秒、隣接区域への通信は１分２０秒、その他１分２６秒となっており、

距離が長くなるほど通信時間が長くなっている。 

  【図表Ⅲ－１４】 

図表Ⅲ－１４  １加入者当たりの距離区分別利用状況 

 通信回数（／日） 通信時間（／日） 平均通信時間（／回） 

区 域 内 １．２３回 １分２３秒 １分０８秒 

隣接区域 ０．２６回   ２１秒 １分２０秒 

そ の 他 ０．３８回   ３２秒 １分２６秒 

【注】本表はＰＨＳ発、加入電話及びＰＨＳ着のデータのみで作成。 
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４ 時間帯別の通信状況 
 

 (1) 通信回数の分布 

   通信回数の時間帯別分布は図表Ⅲ－１５のとおりであり、朝の７～１０

時にかけて急速に利用が増加している点は加入電話と同様であるが、携帯

電話及びＰＨＳは１２時～１３時の間も大きな減少は見られない。 

   事務用加入電話が１８時以降急速に減少しているのに比べて携帯電話は

１８時から１９時の間にピークを迎えている。 

   また、ＰＨＳは１９時以降も急速には減少せず、２３時がピークとなっ

ている。                     【図表Ⅲ－１５】 

図表Ⅲ-15　時間帯別通信回数

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

7.0%

8.0%

9.0%

10.0%

11.0%

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

通話時間帯（時）

通
信
回
数
比
率

PHS 携帯電話

加入電話（NTT住宅用） 加入電話（NTT事務用）

加入電話のNTT事住別は、4-6月の旧NTT及び、7-3月の東西NTTの合計であり、7-3月のNTTコムを含まない
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 (2) 通信時間の分布 

   通信時間の時間帯別分布は図表Ⅲ－１６のとおりであり、住宅用加入電

話が夜間の利用を反映して２０時～２２時頃にピークが生じているのに比

べ、ＰＨＳは２０時以降急激に伸びて、その後２３時～２４時の間にピー

クを迎えている。 

   同様に、携帯電話も２３時～２４時の間にピークを迎えており、このこ

とは特定の利用者間での発着信が可能な携帯電話及びＰＨＳの特性が現れ

たものと推測される。 

  【図表Ⅲ－１６】 

 

図表Ⅲ-16　時間帯別通信時間

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%
6.0%

7.0%

8.0%

9.0%

10.0%

11.0%

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

通信時間帯（時）

通
信
時
間
比
率

PHS 携帯電話

加入電話（NTT住宅用） 加入電話（NTT事務用）

加入電話のNTT事住別は、4-6月の旧NTT及び、7-3月の東西NTTの合計であり、7-3月のNTTコムを含まない
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 (3) 通信時間別の通信回数 

   通信時間別の通信回数分布は図表Ⅲ－１７のとおりであり、携帯電話で

は加入電話とほぼ同様の傾向を示し３０秒以下の通信が全体の４０％近く

を占め、ＰＨＳでは１０秒以内で終了する通信が最も多く０秒～２０秒の

通信が全体の５０％以上を占めている。このことからＰＨＳは文字メッセ

ージ機能の利用が多いことが推測される。 

【Ⅲ－１７】 

 

図表Ⅲ-17  通信時間別通信回数

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120 130 140 150 160 170 180

通信時間　（秒）

通
信
回
数
比
率

PHS 携帯電話

加入電話（NTT住宅用） 加入電話（NTT事務用）

加入電話のNTT事住別は、4-6月の旧NTT及び、7-3月の東西NTTの合計であり、7-3月のNTTコムを含まない
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５ 都道府県間の携帯電話トラヒック交流状況 
 

 携帯電話の同一都道府県内に終始する通信の比率を見ると、全国平均で８０．

０％となっている。 

 都道府県別で見ると若干の差が存在し、地理的特性から同一道県内で人的・

経済的交流が収束している北海道（９４．２％）や沖縄県（９３．４％）の比

率が高いのに対し、一大経済・文化センターである東京都及び大阪府の隣接府

県では東京都及び大阪府に対する人的・経済的一体化が強いと考えられ、同一

都道府県内に終始する通信の比率は低い傾向にある。 

 【図表Ⅲ－１８】 

 

 ＰＨＳの同一都道府県内に終始する通信の比率を見ると、全国平均で８０．

５％となっており、携帯電話よりは若干高い値になっている。 

 都道府県別で見ると若干の差が存在し、北海道（９５．０％）、沖縄県（９

０．３％）のように携帯電話と同様に比率の高い道県がある一方で、東京都及

び大阪府の近在県に６０％台前半と比率が低い県が集中しており、傾向は加入

電話及び携帯電話と同様である。 

 【図表Ⅲ－１９】 

 

 携帯電話及びＰＨＳの都道府県間トラヒック交流状況の上位１０都道府県ま

での一覧は、図表Ⅲ－２０及び図表Ⅲ－２１のとおりである。加入電話の傾向

と同様に、各県とも近隣県が上位を占めるとともに、東京都または大阪府が上

位に現れている。 

 【図表Ⅲ－２０、２１】 

 

 42



図表Ⅲ－１８ 携帯電話の同一都道府県内に終始する通信の比率（通信回数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

80.0%
94.2%

86.0%
81.1%
83.7%
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68.1%
72.4%
74.8%
73.6%

85.5%
82.2%
85.0%

82.2%
81.4%
83.5%

76.5%
84.4%
86.9%

80.3%
73.0%
72.9%

82.2%
75.4%

68.1%
81.3%

82.8%
85.5%

84.3%
82.9%
85.3%
87.0%
86.3%

72.8%
83.6%
85.1%

83.2%
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86.7%

93.4%

79.6%

78.3%
77.8%

78.4%
78.1%
77.3%

40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

全国平均

青森県

宮城県

県

県

群馬県

千葉県

神奈川県

県

県

県

静岡県

三重県

府

県

和歌山県

島根県

広島県

徳島県

県

県

県

大分県

鹿児島県

山形

茨城

富山

福井

長野

京都

兵庫

愛媛

福岡

長崎

  【注】    は比率の高い上位５道県、    は比率の低い下位５県 
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図表Ⅲ－１９ ＰＨＳの同一都道府県内に終始する通信の比率（通信回数） 
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87.5%
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82.9%

61.0%
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青森県

宮城県

山形県
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福井県

長野県

静岡県

三重県

京都府

兵庫県

和歌山県

島根県
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大分県
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  【注】    は比率の高い上位５道県、    は比率の低い下位５県 
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図表Ⅲ－２０ 都道府県間トラヒック交流状況（携帯電話） 

 
   （通信回数、単位：千回）

発信 着信都道府県 

総発信量 1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 8位 9位 10位 

北海道 北海道 東京都 大阪府 神奈川県 宮城県 埼玉県 千葉県 愛知県 青森県 福岡県

1,576,932 1,485,901 26,246 8,921 6,708 5,026 4,181 4,095 3,883 3,226 2,090

青森県 青森県 宮城県 東京都 岩手県 北海道 秋田県 神奈川県 埼玉県 大阪府 福島県

324,115 278,768 11,321 7,089 6,243 3,388 2,740 2,050 1,482 1,436 1,353

岩手県 岩手県 宮城県 東京都 青森県 秋田県 神奈川県 福島県 埼玉県 北海道 千葉県

267,867 217,328 17,145 7,288 6,388 3,428 1,976 1,922 1,556 1,403 1,226

宮城県 宮城県 福島県 東京都 岩手県 山形県 青森県 秋田県 神奈川県 大阪府 埼玉県

627,054 524,535 18,109 17,059 13,186 10,383 5,896 4,899 4,034 3,459 3,443

秋田県 秋田県 宮城県 東京都 岩手県 青森県 山形県 神奈川県 埼玉県 福島県 北海道

220,161 187,440 7,816 5,761 3,440 2,836 2,116 1,428 1,141 1,029 956

山形県 山形県 宮城県 東京都 福島県 秋田県 神奈川県 新潟県 埼玉県 岩手県 大阪府

259,183 217,078 13,667 7,053 3,300 2,180 1,893 1,861 1,552 1,172 1,159

福島県 福島県 宮城県 東京都 茨城県 栃木県 埼玉県 神奈川県 千葉県 山形県 大阪府

516,192 425,896 26,450 17,441 6,674 5,075 4,466 4,306 3,476 3,321 2,612

茨城県 茨城県 東京都 千葉県 栃木県 埼玉県 神奈川県 福島県 群馬県 大阪府 愛知県

925,779 715,301 63,369 49,901 24,783 24,642 12,732 6,533 4,212 2,383 2,139

栃木県 栃木県 東京都 茨城県 群馬県 埼玉県 神奈川県 千葉県 福島県 宮城県 大阪府

620,189 484,282 34,866 23,580 21,375 18,472 8,075 6,543 4,954 2,026 1,558

群馬県 群馬県 埼玉県 東京都 栃木県 神奈川県 千葉県 長野県 茨城県 新潟県 愛知県

623,627 488,747 36,798 36,637 21,356 7,695 5,278 4,628 4,130 3,411 1,645

埼玉県 埼玉県 東京都 千葉県 神奈川県 群馬県 茨城県 栃木県 大阪府 静岡県 長野県

1,912,500 1,302,544 360,310 55,852 43,071 37,038 23,795 18,450 6,490 6,272 6,068

千葉県 千葉県 東京都 埼玉県 茨城県 神奈川県 大阪府 栃木県 静岡県 愛知県 群馬県

1,811,443 1,312,208 272,887 56,196 49,046 44,892 6,814 6,395 6,002 5,486 5,063

東京都 東京都 神奈川県 埼玉県 千葉県 茨城県 大阪府 静岡県 愛知県 栃木県 群馬県

5,883,121 4,402,658 417,676 353,440 255,484 47,346 43,913 33,370 30,982 25,685 24,071

神奈川県 神奈川県 東京都 千葉県 埼玉県 静岡県 大阪府 愛知県 茨城県 山梨県 栃木県

2,501,821 1,841,067 427,011 40,756 39,928 26,483 11,775 11,471 10,282 7,198 6,795

新潟県 新潟県 東京都 宮城県 埼玉県 長野県 神奈川県 群馬県 千葉県 大阪府 富山県

522,439 446,854 21,108 5,960 5,579 4,972 4,888 3,448 3,185 3,126 2,334

富山県 富山県 石川県 東京都 大阪府 愛知県 福井県 新潟県 岐阜県 神奈川県 長野県

330,658 271,661 25,510 5,798 3,986 3,528 2,421 2,362 1,618 1,394 1,046

石川県 石川県 富山県 福井県 東京都 大阪府 愛知県 京都府 神奈川県 新潟県 兵庫県

409,376 347,880 13,867 9,302 6,414 6,142 4,759 1,866 1,639 1,570 1,487

福井県 福井県 石川県 大阪府 愛知県 京都府 東京都 滋賀県 富山県 兵庫県 岐阜県

297,089 244,266 16,921 6,563 3,978 3,843 3,729 2,945 2,474 1,733 1,382

山梨県 山梨県 東京都 神奈川県 長野県 静岡県 埼玉県 千葉県 愛知県 大阪府 茨城県

326,122 265,565 23,980 8,501 5,541 5,397 3,415 2,664 1,669 1,081 889

長野県 長野県 東京都 神奈川県 愛知県 埼玉県 山梨県 新潟県 群馬県 千葉県 大阪府

638,877 533,652 33,013 9,962 9,641 6,457 5,485 5,017 4,829 3,969 3,615

岐阜県 岐阜県 愛知県 東京都 三重県 大阪府 静岡県 滋賀県 長野県 神奈川県 京都府

678,450 518,718 101,092 10,762 6,856 5,585 4,116 4,004 3,605 3,089 1,979

静岡県 静岡県 愛知県 東京都 神奈川県 埼玉県 千葉県 大阪府 山梨県 岐阜県 三重県

1,230,098 1,038,094 52,229 44,880 30,437 6,718 6,548 6,326 5,601 4,209 3,326

愛知県 愛知県 岐阜県 東京都 三重県 静岡県 大阪府 神奈川県 長野県 兵庫県 滋賀県

2,769,287 2,406,096 93,821 50,995 48,714 36,905 22,526 15,350 9,322 6,984 6,060

三重県 三重県 愛知県 大阪府 東京都 岐阜県 奈良県 静岡県 滋賀県 神奈川県 和歌山県

626,274 502,769 58,303 12,388 8,723 7,106 5,687 3,370 3,053 2,919 2,801
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発信 着信都道府県 

総発信量 1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 8位 9位 10位 

滋賀県 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 愛知県 東京都 岐阜県 三重県 福井県 奈良県

466,764 340,621 39,512 34,415 8,306 6,663 5,595 4,325 3,277 3,168 2,567

京都府 京都府 大阪府 滋賀県 兵庫県 奈良県 東京都 愛知県 福井県 神奈川県 福岡県

1,004,963 733,107 117,150 40,754 29,411 17,302 13,278 6,305 3,800 3,432 2,943

大阪府 大阪府 兵庫県 京都府 奈良県 東京都 和歌山県 滋賀県 愛知県 福岡県 三重県

4,217,718 3,468,939 251,407 99,563 79,967 55,094 35,682 27,933 22,114 13,750 12,817

兵庫県 兵庫県 大阪府 京都府 東京都 岡山県 奈良県 愛知県 広島県 滋賀県 福岡県

1,847,361 1,393,469 297,278 25,543 20,630 12,276 8,749 7,535 6,735 6,558 5,439

奈良県 奈良県 大阪府 京都府 兵庫県 三重県 東京都 和歌山県 愛知県 滋賀県 神奈川県

462,346 314,923 87,239 17,717 8,834 6,258 4,490 3,944 2,684 2,602 1,132

和歌山県 和歌山県 大阪府 兵庫県 奈良県 東京都 三重県 京都府 愛知県 滋賀県 神奈川県

369,333 300,449 40,947 4,773 3,854 3,135 2,780 2,294 1,431 867 738

鳥取県 鳥取県 島根県 広島県 大阪府 岡山県 兵庫県 東京都 福岡県 京都府 山口県

174,206 135,614 12,196 5,305 4,573 3,914 3,057 2,079 898 869 614

島根県 島根県 鳥取県 広島県 大阪府 山口県 東京都 岡山県 福岡県 兵庫県 京都府

197,731 154,769 12,416 10,375 3,745 2,476 2,448 2,143 1,448 1,418 640

岡山県 岡山県 広島県 大阪府 兵庫県 東京都 香川県 福岡県 鳥取県 山口県 愛知県

670,548 555,346 35,236 15,728 12,011 7,534 6,811 4,575 4,018 2,772 2,609

広島県 広島県 岡山県 山口県 大阪府 東京都 福岡県 島根県 兵庫県 愛媛県 愛知県

948,232 810,503 24,262 21,024 14,946 12,202 10,355 7,677 6,165 5,926 3,253

山口県 山口県 広島県 福岡県 大阪府 東京都 岡山県 島根県 兵庫県 大分県 愛知県

424,120 337,495 27,275 23,761 5,235 4,851 2,653 2,364 1,971 1,399 1,381

徳島県 徳島県 香川県 大阪府 兵庫県 愛媛県 東京都 高知県 広島県 福岡県 岡山県

262,727 221,441 11,348 6,470 4,142 3,081 2,772 2,206 1,201 1,185 1,175

香川県 香川県 愛媛県 徳島県 大阪府 岡山県 東京都 高知県 兵庫県 広島県 福岡県

348,868 289,127 9,837 8,733 7,717 6,249 4,308 4,233 3,427 2,835 1,862

愛媛県 愛媛県 香川県 大阪府 広島県 高知県 東京都 徳島県 兵庫県 福岡県 岡山県

424,910 362,488 14,324 7,515 6,340 5,482 4,703 3,204 2,601 2,475 2,420

高知県 高知県 香川県 愛媛県 大阪府 東京都 徳島県 兵庫県 岡山県 広島県 福岡県

253,094 220,160 7,083 5,540 4,329 2,703 2,335 1,382 1,105 1,096 958

福岡県 福岡県 佐賀県 熊本県 大分県 東京都 山口県 長崎県 大阪府 鹿児島県 宮崎県

2,001,363 1,727,315 38,067 34,132 28,396 26,052 21,999 20,586 17,622 12,147 9,249

佐賀県 佐賀県 福岡県 長崎県 熊本県 東京都 大阪府 大分県 鹿児島県 山口県 宮崎県

265,270 193,082 44,798 10,109 2,794 2,500 1,782 1,260 921 732 716

長崎県 長崎県 福岡県 佐賀県 熊本県 東京都 大阪府 大分県 愛知県 鹿児島県 神奈川県

433,828 362,767 27,633 9,884 7,300 4,623 3,338 1,611 1,537 1,496 1,450

熊本県 熊本県 福岡県 鹿児島県 東京都 長崎県 宮崎県 大分県 大阪府 佐賀県 神奈川県

640,599 545,312 41,184 7,867 6,608 6,464 5,042 4,509 4,101 2,705 1,724

大分県 大分県 福岡県 熊本県 東京都 大阪府 宮崎県 長崎県 山口県 鹿児島県 広島県

395,052 328,712 33,107 4,589 4,458 3,136 2,830 1,657 1,420 1,405 1,368

宮崎県 宮崎県 福岡県 鹿児島県 熊本県 東京都 大阪府 大分県 愛知県 神奈川県 長崎県

380,625 323,564 15,364 12,811 5,137 4,513 3,287 2,781 1,311 1,226 1,012

鹿児島県 鹿児島県 福岡県 宮崎県 熊本県 東京都 大阪府 神奈川県 愛知県 長崎県 兵庫県

548,903 476,108 20,230 13,203 7,918 6,513 4,862 1,896 1,830 1,497 1,437

沖縄県 沖縄県 東京都 大阪府 福岡県 神奈川県 愛知県 鹿児島県 埼玉県 千葉県 兵庫県

569,776 531,925 7,812 4,713 4,529 2,478 1,945 1,337 1,219 1,190 1,185

        

 ［  ：東京  ：大阪 ］ 

 

 

図表Ⅲ－２１ 都道府県間トラヒック交流状況（ＰＨＳ） 

 46



 

   （通信回数、単位：千回）

発信 着信都道府県 

総発信量 1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 8位 9位 10位 

北海道 北海道 東京都 神奈川県 宮城県 大阪府 埼玉県 青森県 千葉県 福岡県 京都府

384,339 365,094 4,774 2,058 1,336 1,058 999 799 703 607 545

青森県 青森県 宮城県 岩手県 東京都 福島県 秋田県 北海道 山形県 神奈川県 埼玉県

65,259 53,677 3,013 1,660 1,164 1,038 926 823 623 538 272

岩手県 岩手県 宮城県 青森県 福島県 東京都 秋田県 山形県 神奈川県 北海道 埼玉県

71,884 58,057 4,637 1,387 1,354 1,330 988 817 596 526 330

宮城県 宮城県 福島県 東京都 山形県 岩手県 青森県 秋田県 神奈川県 北海道 埼玉県

307,190 268,812 7,391 5,140 5,015 4,742 3,020 2,755 1,936 1,464 1,085

秋田県 秋田県 宮城県 岩手県 東京都 青森県 福島県 山形県 神奈川県 北海道 埼玉県

60,545 50,628 2,777 1,153 1,052 941 850 771 468 373 239

山形県 山形県 宮城県 福島県 東京都 岩手県 秋田県 青森県 神奈川県 埼玉県 北海道

73,784 60,043 5,459 1,591 1,266 836 786 646 561 368 339

福島県 福島県 宮城県 東京都 山形県 岩手県 神奈川県 青森県 秋田県 埼玉県 北海道

126,430 104,816 8,058 2,659 1,551 1,322 1,180 1,073 846 701 502

茨城県 茨城県 東京都 千葉県 神奈川県 埼玉県 福島県 宮城県 栃木県 北海道 大阪府

21,032 12,826 2,955 1,178 921 744 448 301 203 153 140

栃木県 栃木県 東京都 埼玉県 神奈川県 群馬県 宮城県 福島県 茨城県 千葉県 北海道

12,643 8,024 1,481 561 553 308 297 235 194 182 98

群馬県 群馬県 東京都 埼玉県 神奈川県 栃木県 千葉県 宮城県 新潟県 大阪府 福島県

14,081 9,572 1,596 782 524 247 193 133 123 91 89

埼玉県 埼玉県 東京都 神奈川県 千葉県 北海道 宮城県 新潟県 茨城県 大阪府 群馬県

216,618 145,446 43,756 8,254 5,126 1,143 1,097 985 922 910 895

千葉県 千葉県 東京都 神奈川県 埼玉県 茨城県 北海道 宮城県 大阪府 福岡県 新潟県

142,503 90,174 31,447 5,817 5,239 1,478 802 760 746 494 464

東京都 東京都 神奈川県 埼玉県 千葉県 北海道 宮城県 大阪府 福岡県 福島県 広島県

789,915 592,033 61,926 39,789 25,444 7,624 7,372 5,001 4,665 3,987 3,305

神奈川県 神奈川県 東京都 埼玉県 千葉県 北海道 大阪府 宮城県 新潟県 福岡県 静岡県

538,445 416,614 78,725 8,650 6,200 2,367 2,216 2,026 1,897 1,582 1,340

新潟県 新潟県 東京都 神奈川県 埼玉県 宮城県 千葉県 福島県 北海道 大阪府 山形県

79,129 68,460 2,899 1,763 931 639 441 378 351 289 266

富山県 富山県 石川県 東京都 神奈川県 北海道 大阪府 福井県 新潟県 愛知県 埼玉県

13,798 10,708 1,136 407 159 149 148 134 125 109 83

石川県 石川県 富山県 東京都 福井県 神奈川県 大阪府 北海道 愛知県 新潟県 京都府

32,490 27,764 995 656 388 308 305 243 189 158 126

福井県 福井県 石川県 東京都 大阪府 富山県 神奈川県 愛知県 京都府 北海道 兵庫県

6,923 5,326 466 189 150 137 79 78 70 42 37

山梨県 山梨県 東京都 神奈川県 埼玉県 千葉県 長野県 大阪府 新潟県 北海道 宮城県

10,365 7,187 1,317 617 204 126 82 73 71 70 61

長野県 長野県 東京都 神奈川県 愛知県 埼玉県 新潟県 千葉県 大阪府 北海道 宮城県

18,534 13,541 1,669 657 388 330 213 192 177 143 108

岐阜県 岐阜県 愛知県 東京都 大阪府 神奈川県 静岡県 京都府 埼玉県 三重県 北海道

8,009 5,253 1,614 264 124 96 50 48 46 44 34

静岡県 静岡県 東京都 愛知県 神奈川県 埼玉県 大阪府 北海道 千葉県 宮城県 福岡県

22,111 15,948 1,562 1,216 1,204 251 228 180 179 117 93

愛知県 愛知県 東京都 岐阜県 大阪府 三重県 静岡県 神奈川県 北海道 福岡県 埼玉県

94,402 80,871 2,854 1,678 1,081 972 930 920 421 388 377

三重県 三重県 愛知県 東京都 大阪府 神奈川県 京都府 岐阜県 兵庫県 静岡県 福岡県

6,519 4,345 1,101 201 183 87 47 47 46 37 36
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発信 着信都道府県 

総発信量 1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 8位 9位 10位 

滋賀県 滋賀県 京都府 大阪府 東京都 兵庫県 神奈川県 愛知県 奈良県 北海道 福岡県

17,362 11,146 2,208 1,836 395 350 163 118 113 102 88

京都府 京都府 大阪府 滋賀県 兵庫県 東京都 奈良県 神奈川県 北海道 福岡県 広島県

92,714 69,273 10,166 2,508 1,880 1,719 1,028 708 574 419 385

大阪府 大阪府 兵庫県 京都府 東京都 奈良県 神奈川県 滋賀県 福岡県 広島県 和歌山県

263,243 211,748 15,074 7,846 5,827 4,023 1,998 1,318 1,261 1,227 1,055

兵庫県 兵庫県 大阪府 東京都 京都府 神奈川県 岡山県 広島県 奈良県 福岡県 北海道

107,821 82,352 14,531 1,929 1,676 779 587 557 454 446 403

奈良県 奈良県 大阪府 京都府 東京都 兵庫県 神奈川県 滋賀県 北海道 福岡県 埼玉県

21,109 12,656 4,787 1,085 490 469 189 118 116 94 79

和歌山県 和歌山県 大阪府 東京都 兵庫県 京都府 奈良県 神奈川県 福岡県 広島県 北海道

6,443 4,363 1,245 143 126 92 65 47 35 32 23

鳥取県 鳥取県 島根県 広島県 岡山県 東京都 山口県 大阪府 兵庫県 神奈川県 福岡県

18,473 14,185 1,026 840 417 317 298 275 176 139 103

島根県 島根県 広島県 鳥取県 山口県 岡山県 東京都 大阪府 福岡県 神奈川県 兵庫県

17,425 13,523 1,162 589 410 283 279 200 144 109 81

岡山県 岡山県 広島県 山口県 東京都 大阪府 兵庫県 香川県 神奈川県 福岡県 鳥取県

54,306 43,150 3,670 977 906 809 649 432 396 383 313

広島県 広島県 山口県 岡山県 東京都 大阪府 福岡県 神奈川県 島根県 愛媛県 鳥取県

180,665 158,490 4,897 3,388 2,284 1,378 1,354 1,004 996 825 651

山口県 山口県 広島県 福岡県 東京都 岡山県 大阪府 神奈川県 島根県 鳥取県 北海道

88,099 71,979 5,748 3,195 1,067 1,000 582 532 412 281 268

徳島県 徳島県 香川県 愛媛県 東京都 大阪府 高知県 兵庫県 広島県 神奈川県 福岡県

29,678 24,813 1,220 1,012 539 376 279 192 142 136 135

香川県 香川県 愛媛県 徳島県 東京都 大阪府 岡山県 高知県 広島県 兵庫県 神奈川県

30,352 24,635 1,564 709 606 421 399 358 266 185 172

愛媛県 愛媛県 香川県 東京都 徳島県 広島県 大阪府 高知県 福岡県 神奈川県 岡山県

90,152 79,680 2,001 1,162 983 885 785 717 446 446 329

高知県 高知県 愛媛県 香川県 東京都 徳島県 大阪府 神奈川県 広島県 岡山県 福岡県

18,769 15,433 825 650 358 290 216 126 107 85 83

福岡県 福岡県 東京都 山口県 佐賀県 長崎県 大分県 熊本県 鹿児島県 神奈川県 大阪府

292,553 260,435 3,815 3,127 3,035 2,920 2,300 2,190 1,743 1,461 1,400

佐賀県 佐賀県 福岡県 長崎県 東京都 熊本県 神奈川県 大分県 鹿児島県 大阪府 宮崎県

16,144 11,516 2,833 377 224 127 102 100 92 89 71

長崎県 長崎県 福岡県 東京都 熊本県 佐賀県 神奈川県 鹿児島県 大分県 大阪府 宮崎県

45,673 37,797 3,428 645 488 426 292 262 248 227 174

熊本県 熊本県 福岡県 東京都 鹿児島県 長崎県 大分県 神奈川県 宮崎県 大阪府 佐賀県

23,688 18,664 2,332 428 287 254 191 175 150 141 124

大分県 大分県 福岡県 東京都 熊本県 長崎県 宮崎県 大阪府 神奈川県 鹿児島県 広島県

33,259 27,035 2,899 463 435 268 200 184 177 170 164

宮崎県 宮崎県 福岡県 鹿児島県 東京都 大分県 熊本県 神奈川県 長崎県 大阪府 広島県

23,472 19,016 1,469 584 389 259 204 200 173 155 98

鹿児島県 鹿児島県 福岡県 東京都 宮崎県 神奈川県 熊本県 長崎県 大阪府 大分県 沖縄県

40,831 35,105 2,022 621 370 304 291 264 234 170 155

沖縄県 沖縄県 東京都 福岡県 鹿児島県 神奈川県 大阪府 北海道 埼玉県 長崎県 千葉県

57,595 51,995 1,334 1,017 539 419 253 169 164 149 115

     

   ［  ：東京  ：大阪 ］ 
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Ⅳ 国際通信の利用状況 

 

１  通信回数・通信時間（発着信合計） 

 

(1)   通信回数の対前年度増加率は、平成１０年度では一旦減少に転じたが、１１年度で
は再び３．３％の伸び率を示した。 

【図表Ⅳ－１】 

 また、通信時間(発着信合計)の対前年度増加率も平成１０年度の減少から、１１年

度には０．３％の微増となっている。 

【図表Ⅳ－２】 

 

【図表Ⅳ－１】国際通信の通信回数(発着信合計) 
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）
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【図表Ⅳ－２】国際通信の通信時間(発着信合計) 
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(2) １回当たりの通信時間は、前年度より８秒減少し、４分９秒となっている。 
【図表Ⅳ－３】 

 

【図表Ⅳ－３】１回当たりの平均通信時間 

平成７年度 平成８年度 平成９年度 平成１０年度 平成１１年度 

4分19秒 4分15秒 4分16秒 4分17秒 4分9秒 

 
 
 
 

２  自動通信と非自動通信 

 

  発信時間における自動通信と非自動通信のシェアの推移を比較すると、平成１１年度で

は、自動電話のシェアが９５．９％と前年度より０．４％増となった。 

【図表Ⅳ－４】 

 

【図表Ⅳ－４】発信時間における自動通信、非自動通信の推移 

(単位：百万分) 

年  度 平成７年度 平成８年度 平成９年度 平成１０年度 平成１１年度

 自動＋非自動 

[増減率] 

1,631.3 

[7.0%] 

1,710.6 

[4.9%] 

1,771.7 

[3.6%] 

1,816.2 

[2.5%] 

1,774.7 

[-2.3%] 

 自動通信 

(シェア) 

[増減率] 

1,577.2 

(96.7%) 

[9.9%] 

1,659.4 

(97.0%) 

[5.2%] 

1,692.6 

(95.5%) 

[2.0%] 

1,735.2 

(95.5%) 

[2.5%] 

1,701.5 

(95.9%) 

[-1.9%] 

 非自動通信 

(シェア) 

[増減率] 

54.1 

(3.3%) 

[－39.3%] 

51.2 

(3.0%) 

[－5.3%] 

79.1 

(4.5%) 

[54.5%] 

80.9 

(4.5%) 

[2.2%] 

73.2 

(4.1%) 

[-9.5%] 

 

 



３  発着信別(自動通信＋非自動通信) 

 

(1)   平成１１年度の発信回数及び着信回数はともに４．０億回、、発信時間及び着信時
間はそれぞれ１７．７億分、１５．５億分となっている。着信回数の対前年度増加率

は１０．４％増と大幅に増加し、回数は過去最高となっている。また、通信時間の対

前年度増加率では発信時間は２．３％減、着信時間は３．４％増となり、発着信の差

が縮まっている。 

【図表Ⅳ－５、６】 

【図表Ⅳ－５】国際通信の発着信別通信回数の推移 

年  度 平成７年度 平成８年度 平成９年度 平成１０年度 平成１１年度 

発信(百万回) 358.4 386.4 405.6 413.4 401.9 

(増減率) 10.6% 7.8% 5.0% 1.9% -2.8% 

着信(百万回) 324.8 374.8 392.9 359.7 397.0 

(増減率) 17.9% 15.4% 4.8% － 8.4% 10.4% 

 

【図表Ⅳ－６】国際通信の発着信別通信時間の推移 

年  度 平成７年度 平成８年度 平成９年度 平成１０年度 平成１１年度

発信(百万分) 1,631.3 1,710.6 1,771.7 1,816.2 1,774.7 

(増減率) 7.0% 4.9% 3.6% 2.5% -2.3% 

着信(百万分) 1,320.8 1,519.1 1,635.0 1,495.9 1,546.5 

(増減率) 15.8% 15.0% 7.6% －8.5% 3.4% 

発信：着信 55:45 53:47 52:48 55:45 53:47 
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(2)   日本－米国間の状況をみると、発信時間が１．６％増、着信時間が５．４％増とな
り、発着信比率の格差は前年とほぼ同様で、発信時間と着信時間の比は３７：６３と

なっている。 

【図表Ⅳ－７】 

    日本－米国を除く全対地間では、発着信比率の格差は前年とほぼ同様で、今年度で

は６１：３９となっている。 

【図表Ⅳ－８】 

 

【図表Ⅳ－７】日本－米国間の発着比の推移 

(単位：百万分) 

年 度 平成７年度 平成８年度 平成９年度 平成１０年度 平成１１年度

発信時間 364.3 383.2 379.1 378.8 384.8 

(増減率) (4.7%) (5.2%) (－ 1.1%) (－ 0.1%) (1.6%) 

着信時間 521.2 667.6 720.8 625.2 659.0 

(増減率) (26.2%) (28.1%) (8.0%) (－ 13.3%) (5.4%) 

発信：着信 41:59 36:64 34:66 38:62 37:63 

 

【図表Ⅳ－８】日本－米国を除く全対地間の発着比の推移 

(単位：百万分) 

年 度 ７年度 ８年度 ９年度 １０年度 １１年度 

発信時間 1,266.9 1,327.4 1,329.6 1,437.9 1,389.9 

(増減率) (7.7%) (4.8%) (4.9%) (8.1%) (－3.3%) 

着信時間 799.6 851.5 914.2 871.7 887.5 

(増減率) (9.9%) (6.5%) (7.4%) (－4.6%) (1.8%) 

発信：着信 61:39 61:39 60:40 62:38 61:39 

 



 

４  対地別 

 
【図表Ⅳ－９】発着信合計時間の対地別 

      シェア 
(1) 発着信合計時間(自動＋非自動)の対地別シ
ェア 

  対地別の状況を発着信合計時間でみると、

米国が３１．４％で第１位、以下、上位対地

を中国、韓国、フィリピン、台湾等のアジア

諸国が占めており、米国やアジア諸国との社

会的・経済的関係が強いことがうかがえる。 

  一方、ヨーロッパ諸国では英国が第６位に

入っている。 

【図表Ⅳ－１０】発信時間の対地別シェア

【図表Ⅳ－１１】着信時間の対地別シェア
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             【図表Ⅳ－９】 

 

 

(2) 発信時間(自動＋非自動)の対地別シェア 
 

  対地別の発信時間の状況をみると、米国が

２１．７％で第１位、以下、中国、韓国と続

いている。 

            【図表Ⅳ－１０】 

 

 

 

 

 

 

(3) 着信時間(自動＋非自動)の対地別シェア 
 

  対地別の着信時間の状況をみると、米国が

４２．６％で第１位と４割強のシェアを占め

ている。米国の同国発信シェアに比べ約２倍

と非常に高くなっている。 

            【図表Ⅳ－１１】 
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(4)   発信時間(自動＋非自動)の対地別シェアの平成７年度からの推移をみると、米国、
中国、韓国等の上位対地に大きな変動はない。 

【図表Ⅳ－１２】 

 

【図表Ⅳ－１２】発信時間(自動＋非自動)の対地別シェアの推移 

順位 平成７年度 平成８年度 平成９年度 平成１０年度 平成１１年度

１ 米国 22.3% 米国 22.4% 米国 21.4% 米国 20.9% 米国 21.7%

２ 中国 12.5% 中国 12.7% 中国 13.0% 中国 14.0% 中国  14.2%

３ 韓国 9.9% 韓国 9.5% 韓国 9.3% 韓国 9.3% 韓国    9.3%

４ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 8.7% ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 8.2% ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 8.9% ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 8.8% ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 8.4%

５ 台湾 5.3% 台湾 5.1% 台湾 5.0% 台湾 5.0% 台湾    5.2%

６ タイ 4.3% タイ 4.1% タイ 4.1% タイ 3.8% タイ 3.9%

７ ﾌﾞﾗｼﾞﾙ 3.8% ﾌﾞﾗｼﾞﾙ 3.6% 香港 3.4% ﾌﾞﾗｼﾞﾙ 3.6% ﾌﾞﾗｼﾞﾙ 3.6%

８ 香港 3.6% 香港 3.5% 英国 3.0% 香港 3.4% 英国 3.0%

９ 英国 3.0% 英国 3.0% ﾌﾞﾗｼﾞﾙ 3.0% 英国 2.9% 香港  2.9%

１０ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 2.4% ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 2.4% ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 2.5% ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 2.6% ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 2.5%

 

 

(5)   着信時間(自動＋非自動)の対地別シェアの平成７年度からの推移をみると、米国、
韓国、中国及び台湾に大きな変動はないが、フィリピンが前年の３．２％から２．

２％に減少し第７位から第１０位に順位を下げ、香港が前年の２．０％から３．３％

に増加し第１０位から第７位に順位を上げている。 

【図表Ⅳ－１３】 

 

【図表Ⅳ－１３】着信時間(自動＋非自動)の対地別シェアの推移 

順位 平成７年度 平成８年度 平成９年度 平成１０年度 平成１１年度

１ 米国 39.5% 米国 43.9% 米国 44.1% 米国 41.8% 米国 42.6%

２ 韓国 9.5% 韓国 8.9% 韓国 8.9% 韓国 9.3% 韓国 8.5%

３ 中国 6.6% 中国 6.6% 中国 6.9% 中国 7.5% 中国 7.0%

４ 台湾 5.0% 台湾 4.4% 台湾 4.3% 台湾 4.9% 台湾 5.2%

５ 香港 4.8% 香港 3.7% 英国 4.1% 英国 4.0% 英国 4.9%

６ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 3.6% ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 3.3% ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 3.4% ｵｰｽﾄﾗﾘｱ 3.6% ｵｰｽﾄﾗﾘｱ 4.4%

７ 英国 3.2% 英国 3.0% ｵｰｽﾄﾗﾘｱ 3.1% ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 3.2% 香港 3.3%

８ タイ 3.0% タイ 2.9% タイ 2.8% タイ 2.9% ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 2.9%

９ ｵｰｽﾄﾗﾘｱ 2.9% ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 2.9% ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 2.7% ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 2.5% タイ 2.7%

１０ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 2.3% ｵｰｽﾄﾗﾘｱ 2.7% 香港 2.4% 香港 2.0% ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 2.2%
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(6)   全体の発着信比率では、我が国は発信超過であるが、個別対地でみると、オースト
ラリア、米国、英国、カナダ、ニュージーランド、シンガポールの６対地が着信超過

となっている。 

【図表Ⅳ－１４】 

      また、上位１０対地で全体の発信時間の７５％、上位３０対地で９４％をカバーし

ている。 

【図表Ⅳ－１５】 

 

【図表Ⅳ－１４】発信超過対地及び着信超過対地（自動＋非自動） 

 

① 発信超過対地 

(単位：百万分) 

 対    地 発信時間 着信時間 発着信比率 前年度同比率

１ ドミニカ ４．９ ０．０ １００：０ －：－ 

２ セイシェル ３０．５ ０．０ １００：０ １００：０ 

３ セントルシア          ８．０ ０．０ １００：０ －：－ 

４ バングラディッシュ ５．５ １．０ ８５：１５ ９０：１０ 

５ ロシア １６．２ ２．９ ８５：１５ ８８：１２ 

６ ブラジル ５１．７ １２．２ ８１：１９ ８３：１７ 

７ ミャンマー ５．９ １．４ ８１：１９ ７３：２７ 

８ ペルー ８．０ １．９ ８１：１９ ８３：１７ 

９ フィリピン １０８．４ ２８．４ ７９：２１ ７７：２３ 

10 パキスタン ５．３ １．５ ７８：２２ ８３：１７ 

(注)  発信時間上位３０位の中で、発信超過比率の大きなもののうち１０対地。 

      ドミニカ及びセントルシアは、前年度の発信時間の順位が３１位以下。 

 

② 着信超過対地 

(単位：百万分) 

 対    地 発信時間 着信時間 発着信比率 前年度同比率

１ オーストラリア ３２．５ ５５．４ ３７：６３ ４３：５７ 

２ 米      国 ３１３．５ ５２９．３ ３７：６３ ３８：６２ 

３ 英      国 ４１．２ ６４．８ ３９：６１ ４６：５４ 

４ カ ナ ダ ２１．３ ２６．５ ４４：５６ ５６：４４ 

５ ニュージーランド ６．５ ７．９ ４５：５５ ４５：５５ 

６ シンガポール ３５．１ ３４．９ ５０：５０ ５５：４５ 

 (注)  発信時間上位３０位の中で、着信超過対地は上記６対地のみ。 



【図表Ⅳ－１５】対地別発進分数及び着信分数(自動＋非自動)

発信時間(分)
対前年度
増 減 率
（ ％ ）

シェア

（％）

シェア
累 積
（％）

着信時間（分）
対前年度
増 減 率
（ ％ ）

シェア

（％）

シェア
累 積
（％）

　アメリカ合衆国(本土) 1 (1) 384,801,706 1.58 21.68 21.68 1 (1) 659,040,649 5.41 42.62 42.62 ３７：６３
  中華人民共和国 2 (2) 251,487,319 -0.88 14.17 35.85 3 (3) 107,526,083 -4.30 6.95 49.57 ７０：３０
  大韓民国     3 (3) 165,653,015 -2.23 9.33 45.19 2 (2) 132,187,971 -4.88 8.55 58.12 ５５：４５
　フィリピン共和国 4 (4) 149,638,131 -6.12 8.43 53.62 10 (7) 34,330,322 -27.86 2.22 60.34 ８１：１９
  台湾                  5 (5) 92,224,260 1.95 5.20 58.81 4 (4) 80,453,654 10.24 5.20 65.54 ５３：４７
　タイ王国 6 (6) 69,468,946 -0.59 3.91 62.73 9 (8) 41,618,052 -3.32 2.69 68.23 ６３：３７
  ブラジル連邦共和国 7 (7) 64,349,440 -0.99 3.63 66.36 16 (17) 13,716,105 -0.31 0.89 69.12 ８２：１８
　グレートブリテン及び北部アイルランド連合王国 8 (9) 52,589,577 1.57 2.96 69.32 5 (5) 75,467,022 25.79 4.88 74.00 ４１：５９
  中国香港 9 (8) 51,017,717 -16.89 2.87 72.19 7 (10) 51,028,993 66.41 3.30 77.30 ５０：５０
　シンガポール共和国        10 (10) 43,504,028 -7.13 2.45 74.64 8 (9) 44,777,754 18.80 2.90 80.19 ４９：５１
　オーストラリア        11 (11) 41,746,705 2.32 2.35 77.00 6 (6) 67,622,865 27.00 4.37 84.56 ３８：６２
　インドネシア共和国 12 (12) 32,699,100 -11.10 1.84 78.84 13 (12) 20,314,598 -14.25 1.31 85.88 ６２：３８
　セイシェル共和国 13 (21) 30,487,020 132.77 1.72 80.56 145 (142) 20,235 -9.79 0.00 85.88 １００：０
  カナダ                14 (13) 27,041,561 -5.70 1.52 82.08 11 (13) 33,774,636 51.60 2.18 88.06 ４４：５６
　ドイツ連邦共和国 15 (15) 26,060,486 -4.16 1.47 83.55 15 (16) 15,700,210 -19.90 1.02 89.08 ６２：３８
　マレーシア 16 (14) 23,466,807 -15.00 1.32 84.87 12 (11) 22,640,911 -9.40 1.46 90.54 ５１：４９
  フランス共和国 17 (17) 22,830,329 -0.24 1.29 86.16 14 (15) 17,186,323 -15.76 1.11 91.65 ５７：４３
  ロシア連邦 18 (16) 17,062,514 -30.42 0.96 87.12 29 (28) 3,060,123 -10.74 0.20 91.85 ８５：１５
　ハワイ（アメ） 19 (19) 16,640,260 2.84 0.94 88.06 17 (14) 13,624,830 -35.22 0.88 92.73 ５５：４５
　ベトナム社会主義共和国 20 (18) 13,592,038 -32.35 0.77 88.82 25 (23) 4,380,244 -10.84 0.28 93.01 ７６：２４
　イタリア共和国 21 (22) 12,689,093 -0.42 0.71 89.54 19 (18) 9,608,673 -16.94 0.62 93.64 ５７：４３
　インド                22 (20) 12,306,026 -11.26 0.69 90.23 20 (20) 7,740,096 -2.62 0.50 94.14 ６１：３９
  ペルー共和国 23 (23) 9,244,992 -13.93 0.52 90.75 33 (35) 2,133,517 -0.67 0.14 94.27 ８１：１９
　セントルシア          24 (-) 8,684,157 0.49 91.24 164 (-) 7,072 0.00 94.28 １００：０
　ニュージーランド 25 (26) 8,668,092 -7.95 0.49 91.73 18 (19) 10,118,114 -11.80 0.65 94.93 ４６：５４
　オランダ王国 26 (28) 7,285,470 -4.87 0.41 92.14 22 (21) 5,251,423 -27.31 0.34 95.27 ５８：４２
　バングラディッシュ人民共和国 27 (25) 6,895,303 -31.65 0.39 92.53 43 (46) 1,162,703 0.56 0.08 95.34 ８６：１４
　ミャンマー連邦 28 (27) 6,865,786 -15.00 0.39 92.92 37 (30) 1,603,459 -46.37 0.10 95.45 ８１：１９
　パキスタン・イスラム共和国 29 (24) 6,744,111 -33.99 0.38 93.30 35 (36) 1,866,638 -11.65 0.12 95.57 ７８：２２
　ドミニカ国 30 (-) 6,314,294 0.36 93.65 192 (-) 1,198 0.00 95.57 １００：０
　その他対地合計 112,671,562 6.35 100.00 68,532,893 100.00 ６２：３８

　全対地合計 1,774,729,843 -2.28 100.00 1,546,497,366 3.38 100.00 ５３：４７

           網掛け部分は、着信超過国を示す。
※　「発信順位・着信順位]欄のカッコ内の数値は、前年度順位を表す。(-)の対地は昨年度における発信時間が３１位以下であるもの。

取扱対地（ 発信 時間 によ る降 順）

日 本 発 信日 本 着 信

発信：着信
発信順位 着信順位
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５  ＫＤＤと国際系ＮＣＣのトラヒックシェア 

 

  平成１１年度における発信時間(自動＋非自動)のKDD以外の事業者(日本テレコム株式会

社、ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ株式会社、株式会社ﾃﾚｸﾞﾛｰﾌﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ、ﾋﾟｰｼﾞｰｲｰｼﾞｬﾊﾟﾝ株式会

社、ｹｰﾌﾞﾙ･ｱﾝﾄﾞ･ﾜｲﾔﾚｽ･ｱｲﾃﾞｨｰｼｰ株式会社、日本ﾃﾚｺﾑｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞｻｰﾋﾞｽ株式会社及びｴﾑｼｰｱ

ｲﾜｰﾙﾄﾞｺﾑｼﾞｬﾊﾟﾝ株式会社)のシェアは４１．０％(対前年度比３．８％増)、自動通信の発

信時間では４２．９％(対前年度比４．６％増)となっている。 

【図表Ⅳ－１６、１７】 

 

【図表Ⅳ－１６】KDDとKDD以外の事業者の発信時間(自動＋非自動)とシェアの推移 

0 .0 5 .0 1 0 .0 1 5 .0 2 0 .0

発 信 時 間 (自 動 ＋ 非 自 動 )　 [億 分 ]

平 成 ７年 度

平 成 ８年 度

平 成 ９年 度

平 成 １ ０年 度

平 成 １ １年 度

K D D K D D以 外 の 事 業 者

1 0 .7   (6 5 .9 % ) 5 .6   (3 4 .1 % )

1 1 .0   (6 4 .5 % ) 6 .1   (3 5 .5 % )

1 1 .1   (6 2 .6 % ) 6 .6   (3 7 .4 % )

1 1 .0   (6 0 .5 % ) 7 .2   (3 9 .5 % )

1 0 .5   (5 9 .0 % ) 7 .3   (4 1 .0 % )

 

【図表Ⅳ－１７】KDDとKDD以外の事業者の自動通信の発信時間とシェアの推移 

 

0 .0 5 .0 1 0 .0 1 5 .0 2 0 .0

発 信 時 間 （自 動 )　 [億 分 ]

平 成 ７年 度

平 成 ８年 度

平 成 ９年 度

平 成 １ ０年 度

平 成 １ １年 度

1 0 .2   (6 4 .8 % )

1 0 .5   (6 3 .5 % )

1 0 .3   (6 1 .0 % )

1 0 .2   (5 9 .0 % )

9 .7   (5 7 .1 % ) 7 .3   (4 2 .9 % )

7 .1   (4 1 .0 % )

6 .6   (3 9 .0 % )

6 .1   (3 6 .5 % )

5 .6   (3 5 .2 % )

K D D K D D以 外 の 事 業 者
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